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第１章 総合戦略の概要 

（１）はじめに 

 

 富士見市は、昭和 31（1956）年に鶴瀬・南畑・水谷の３村が合併し「富士見村」

として誕生し、昭和 47（1972）年に「富士見市」へ市制施行して以来、首都圏郊

外の住宅都市として歩んできました。 

 昭和 32（1957）年には、日本住宅公団鶴瀬第１団地への入居、昭和 37（1962）

年の鶴瀬第２団地への入居が始まり、この頃から宅地開発が活発化し、人口が急

増していきました。その後、浦和所沢バイパス（国道 463・254 号）や富士見川

越有料道路（国道 254 号バイパス）の整備、土地区画整理事業の施行に伴う「み

ずほ台駅」や「ふじみ野駅」の開設などが進み、交通利便性が向上したことなど

から、近年も継続的に人口が増加しています。 

 一方で本市は、首都 30 キロ圏内に位置しながらも、市の北東部を中心に荒川と

新河岸川という２つの１級河川を擁する田園地帯や、市の南西部には住宅地とと

もに、多くの湧き水や畑作地帯が残されているなど、農地や水と緑豊かな自然環

境も１つの特長となっています。 

 平成 23（2015）年度からの富士見市総合計画第５次基本構想では、「地域の力」

を活かし、地域のまちづくりを進めることを目指し、将来都市像「ひととまちが

キラリとかがやく市民文化交流都市～人と人との絆と和 地域が主役のまちづ

くり～」を掲げ、様々な施策を推進しています。現在は平成 26（2014）年度から

平成 30（2018）年度を計画期間とした「中期基本計画」に基づき、「住みたいま

ち、住み続けたいまち」を目指した各種施策の推進や、「子育てするなら富士見

市で」のキャッチフレーズのもと、子育て支援や教育分野の施策にも積極的に取

り組んでいます。 

 平成 27（2015）年には、市のほぼ中心部であるシティゾーンに、「ららぽーと富

士見」が開業し、多くの来場者が本市を訪れ、地域経済の活性化や雇用の拡大が

図られているとともに、本市の魅力をより情報発信・ＰＲしていく機会にもなっ

ています。 

 平成 26（2014）年 11 月に、「まち・ひと・しごと創生法」が成立し、国は、同年

12 月には、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」を閣議決定し、人口減少克服に向けた地方創生の指針と具体的方

向性や施策を定めました。 

 今後全国的に人口減少、超高齢少子社会が進むと予想される中で、本市の特長と

持てるポテンシャルを最大限発揮し、人口減少の克服と本市をさらに輝かせ、賑

わいと魅力を向上させていく成長戦略としての取り組みが必要となっています。 

 本市においても国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」や「埼玉県まち・ひと・

しごと創生総合戦略」を踏まえ、これまでの人口の動向や将来展望等の調査・分

析を行い、富士見市の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定します。 
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（２）国の人口ビジョンと総合戦略 

(ａ)国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方と５つの政策 

①基本的な考え方 

１．人口減少と地域経済縮小の克服 

○地方は、人口減少を契機に、「人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小

が人口減少を加速させる」という負のスパイラルに陥るリスクが高い。 

○人口減少克服・地方創生のためには、３つの基本的視点から一体的に取り組むこと

が重要。 

①「東京一極集中」の是正 

②若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現 

③地域の特性に即した地域課題の解決 
 

２．まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 

◎「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立する

とともに、その好循環を支える「まち」に活力を取り戻す。 

①しごとの創生 

・若い世代が安心して働ける「相応の賃金、安定した雇用形態、やりがいのある

しごと」という「雇用の質」を重視した取り組みが重要。 

②ひとの創生 

・地方への新しい人の流れをつくるため、若者の地方での就労を促すとともに、

地方への移住・定着を促進する。 

・安心して結婚・出産・子育てができるよう、切れ目ない支援を実現する。 

③まちの創生 

・地方で安心して暮らせるよう、中山間地域等、地方都市、大都市圏等の各地域

の特性に即した課題の解決に取り組む。 

 

②５つの政策 

○人口減少克服・地方創生を実現するため、５つの政策原則に基づき施策を展開する。 

①自立性 

・構造的な問題に対処し、地方公共団体、民間事業者、個人等の自立につながる。 

②将来性 

・地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取り組むことを支援する。 

③地域性 

・国による画一的手法や縦割的な支援でなく各地域の実態に合った施策を支援する。 

④直接性 

・最大眼の成果をあげるため、直接的に支援する施策を集中的に実施する。 

⑤結果重視 

・PDCA メカニズムの下、具体的な数値目標を設定し、効果検証と改善を実施する。 
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図表：まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略」の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）総合戦略の対象期間 

 人口ビジョン対象期間である平成 72（2060）年を見据えた上で、本市の総合戦略

の対象期間は、以下のように設定します。 

平成 27（2015）年度～平成 31（2019）年度 
 

（４）総合戦略の位置づけ 

 富士見市総合計画は、本市のまちづくりの長期的な展望を示し、目指すべき将来

像の実現に向けた目標である「将来都市像」を定めたもので、「基本構想」、「基

本計画」、「実施計画」で構成されており、本市の最上位計画として位置づけられ

ています。 

 総合戦略は、第５次基本構想・中期基本計画を踏まえつつ、中・長期的な視点で

人口減少克服と本市の魅力向上につながる施策・事業をまとめ、５年後の目標を

設定しています。 

 総合戦略に位置付けた施策・事業は、PDCA（Plan（計画）-Do（実施）-Check（評

価）-Action（改善））サイクルにより見直しを行うとともに、実施計画や次期基

本計画である後期基本計画や、第６次基本構想において適切に反映していきます。 
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第２章 人口ビジョンについて 

（１）人口等の動向分析 

(ａ)時系列による人口動向分析  

①人口の推移 

 平成 27（2015）年１月１日時点の住民基本台帳に基づく本市の総人口は 10万 9,164

人、世帯数は４万 8,354 世帯であり、１世帯あたり人員は、約 2.3 人となってい

ます。昭和 54（1979）年と比較すると、総人口は約 3 万 3,000 人（約 1.4 倍）増

加しているのに対して、１世帯あたり人員は、約 1.1 人（約 0.7 倍）減少してお

り、世帯の小規模化が進行しています。 

 平成 20（2008）年６月には、これまでの東武東上線と東京メトロ有楽町線との相

互乗り入れに加え、東武東上線と東京メトロ副都心線との相互乗り入れが実現し

ました。また平成 25（2013）年３月には、東武東上線と東急東横線、横浜高速み

なとみらい線との相互直通運転（東京メトロ副都心線経由）が開始したことによ

り、池袋まで約 30 分、渋谷まで約 45 分、横浜まで約 70 分、元町・中華街まで

は約 80 分と、交通の利便性が向上しています。交通利便性の向上に伴い、一時

は微減となった人口も近年は継続的に増加しています。 

 

図表：人口・世帯数の長期的推移（各年 1 月 1 日現在） 

出典：埼玉県統計課「町（丁）字別人口調査」 
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図表：県内他市との人口増減率の比較（各年１月１日現在） 

平成７
（1995）年

平成12
（2000）年

平成17
（2005）年

平成22
（2010）年

平成27
（2015）年

平成７
→12年

平成12
→17年

平成17
→22年

平成22
→27年

1 戸田市 94,464 106,491 115,186 122,251 132,880 12.7 8.2 6.1 8.7

2 吉川市 52,668 56,923 60,514 65,839 69,871 8.1 6.3 8.8 6.1

3 ふじみ野市 97,213 100,534 102,655 106,601 111,921 3.4 2.1 3.8 5.0

4 八潮市 74,185 74,940 76,166 82,346 85,556 1.0 1.6 8.1 3.9

5 朝霞市 106,444 117,353 125,364 129,340 134,132 10.2 6.8 3.2 3.70

6 三郷市 133,566 132,216 129,998 131,940 136,798 ▲ 1.0 ▲ 1.7 1.5 3.68

7 志木市 64,523 65,043 67,023 70,865 73,443 0.8 3.0 5.7 3.6

8 和光市 60,165 66,657 72,959 77,618 79,992 10.8 9.5 6.4 3.1

9 さいたま市 1,071,667 1,130,734 1,181,025 1,223,740 1,260,879 5.5 4.4 3.6 3.0

10 川越市 317,933 327,094 332,755 339,811 349,378 2.9 1.7 2.1 2.8

11 白岡市 42,741 47,482 48,681 50,314 51,688 11.1 2.5 3.4 2.7

12 新座市 141,593 149,310 152,383 159,156 163,153 5.5 2.1 4.4 2.5

13 越谷市 296,601 308,077 317,731 325,862 333,736 3.9 3.1 2.6 2.4

14 川口市 511,596 521,081 548,880 576,511 589,205 1.9 5.3 5.0 2.2

15 富士見市 96,687 102,092 105,047 106,884 109,164 5.6 2.9 1.7 2.1

16 草加市 215,543 226,511 237,535 242,177 245,389 5.1 4.9 2.0 1.3

17 上尾市 206,889 214,539 222,189 226,597 227,897 3.7 3.6 2.0 0.6

18 蕨市 72,223 71,507 70,662 72,031 72,288 ▲ 1.0 ▲ 1.2 1.9 0.357

19 所沢市 317,891 328,418 336,976 341,865 343,083 3.3 2.6 1.5 0.356

20 鶴ヶ島市 65,295 66,747 68,962 69,945 70,184 2.2 3.3 1.4 0.3

21 坂戸市 97,553 98,217 99,292 101,240 101,203 0.7 1.1 2.0 ▲ 0.0

22 東松山市 91,500 91,840 90,762 89,486 89,402 0.4 ▲ 1.2 ▲ 1.4 ▲ 0.1

23 入間市 142,886 146,671 150,191 150,914 149,952 2.6 2.4 0.5 ▲ 0.6

24 日高市 55,576 54,848 54,423 57,666 57,249 ▲ 1.3 ▲ 0.8 6.0 ▲ 0.7

25 桶川市 72,798 74,476 74,426 75,775 75,207 2.3 ▲ 0.1 1.8 ▲ 0.75

26 春日部市 239,666 244,276 243,647 240,672 237,723 1.9 ▲ 0.3 ▲ 1.2 ▲ 1.2

27 深谷市 144,056 147,700 148,361 147,721 145,695 2.5 0.4 ▲ 0.4 ▲ 1.4

28 鴻巣市 116,721 120,857 120,768 121,084 119,301 3.5 ▲ 0.1 0.3 ▲ 1.5

29 久喜市 152,742 156,298 157,376 157,399 154,694 2.3 0.7 0.0 ▲ 1.7

30 蓮田市 63,677 64,986 64,538 64,068 62,773 2.1 ▲ 0.7 ▲ 0.7 ▲ 2.0

31 熊谷市 205,677 208,124 207,689 205,980 201,612 1.2 ▲ 0.2 ▲ 0.8 ▲ 2.1

32 加須市 115,180 119,660 118,081 117,579 114,963 3.9 ▲ 1.3 ▲ 0.4 ▲ 2.2

33 狭山市 163,365 162,739 161,340 157,932 154,288 ▲ 0.4 ▲ 0.9 ▲ 2.1 ▲ 2.31

34 羽生市 55,972 58,003 57,807 57,215 55,886 3.6 ▲ 0.3 ▲ 1.0 ▲ 2.32

35 北本市 70,401 70,063 71,240 70,398 68,657 ▲ 0.5 1.7 ▲ 1.2 ▲ 2.5

36 飯能市 82,653 85,863 84,982 83,181 80,829 3.9 ▲ 1.0 ▲ 2.1 ▲ 2.8

37 幸手市 58,517 57,355 55,259 54,662 53,096 ▲ 2.0 ▲ 3.7 ▲ 1.1 ▲ 2.9

38 本庄市 81,859 82,942 82,783 81,974 79,464 1.3 ▲ 0.2 ▲ 1.0 ▲ 3.1

39 行田市 86,939 87,217 86,788 87,912 84,363 0.3 ▲ 0.5 1.3 ▲ 4.0

40 秩父市 76,728 75,389 73,109 69,751 66,073 ▲ 1.7 ▲ 3.0 ▲ 4.6 ▲ 5.3

実人口（人） ５年間人口増減率（％）

市名
順
位

 
出典：埼玉県統計課「町（丁）字別人口調査」 

（注）さいたま市：平成13年に合併した浦和市、大宮市、与野市、平成17年に合併した岩槻市の合算値 

川口市：平成23年に合併した旧川口市、鳩ヶ谷市の合算値 

ふじみ野市：平成17年に合併した上福岡市、大井町の合算値 

鴻巣市：平成17年に合併した吹上町、川里町の合算値 

秩父市：平成17年に合併した吉田町、大滝村、荒川村の合算値 

本庄市：平成18年に合併した旧本庄市、児玉町の合算値 

深谷市：平成18年に合併した岡部町、川本町、花園町の合算値 

加須市：平成22年に合併した旧加須市、騎西町・北川辺町・大利根町の合算値 

春日部市：平成17年10月1日に合併した旧春日部市、庄和町の合算値 

久喜市：平成22年に合併した旧久喜市、鷲宮町、栗橋町、菖蒲町の合算値 

白岡市：平成24年10月１日より白岡町から市制施行 

飯能市：平成17年に合併した旧飯能市、名栗村の合算値 
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②年齢区分別人口の推移 

 平成 27（2015）年１月１日現在の年齢３区分別の人口構成比は、年少人口（０～

14 歳）が 13.4％（14,631 人）、生産年齢人口（15～64 歳）が 63.5％（69,299 人）、

老年人口が 23.1％（25,234 人）（うち 75 歳以上人口：9.4％（10,296 人））となっ

ています。 

 各年齢区分別人口の推移を見ると、年少人口・生産年齢人口は横ばいと微減を繰

り返し、老年人口は増加傾向にあります。特に 75 歳以上人口は、平成 17（2005）

年からの 10 年間で約 2.1 倍となっており、大幅な増加傾向が見られます。 

 

図表：年齢区分別人口の推移 

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

105,047 104,871 105,012 105,459 105,721 106,884 107,390 107,594 107,878 108,469 109,164

実数（人） 15,217 15,138 15,094 14,981 14,972 14,897 14,879 14,685 14,572 14,598 14,631

指数（平成17=100） 100 99.5 99.2 98.4 98.4 97.9 97.8 96.5 95.8 95.9 96.1
構成比（％） 14.5 14.4 14.4 14.2 14.2 13.9 13.9 13.6 13.5 13.5 13.4
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出典：富士見市「住民基本台帳」 
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 各年齢区分別人口構成比を県内 40 市で比較すると、富士見市は年少人口・生産

年齢人口が 11 位、老年人口が 29 位、75 歳以上人口が 28 位と、県内他市と比較

すると、高齢化の割合は低い傾向にあります。 

 

図表：年齢区分別人口割合（平成 27 年１月１日）の都市間比較 

順
位

市名
割合
(％）

順
位

市名
割合
(％）

順
位

市名
割合
(％）

順
位

市名
割合
(％）

1 戸田市    15.6 1 戸田市    69.1 1 秩父市    29.5 1 秩父市    15.6

2 吉川市    15.5 2 和光市    69.0 2 幸手市    28.5 2 羽生市    11.8

3 和光市    14.4 3 朝霞市    67.3 3 蓮田市    28.1 3 本庄市    11.6

4 朝霞市    14.3 4 蕨  市    66.5 4 日高市    27.3 飯能市    11.6

5 ふじみ野市 13.8 5 川口市    65.3 飯能市    27.0 行田市    11.6

6 新座市    13.7 6 さいたま市 64.8 狭山市    27.0 6 蓮田市    11.5

さいたま市 13.6 7 八潮市    64.4 行田市    26.7 7 熊谷市    11.3

八潮市    13.6 8 草加市    64.0 北本市    26.7 8 桶川市    11.0

越谷市    13.5 9 志木市    63.9 9 春日部市  26.6 北本市    10.8

志木市    13.5 10 吉川市    63.7 10 桶川市    26.1 深谷市    10.8

11 富士見市  13.4 越谷市    63.5 11 羽生市    25.8 幸手市    10.8

12 草加市    13.3 富士見市  63.5 久喜市    25.6 加須市    10.8

坂戸市    13.2 所沢市    63.4 坂戸市    25.6 13 狭山市    10.7

深谷市    13.2 加須市    63.4 14 熊谷市    25.3 蕨  市    10.4
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30 秩父市    12.0 30 飯能市    62.0 富士見市  23.1 さいたま市 9.4
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幸手市    11.0 38 蓮田市    60.1 38 朝霞市    18.4 38 吉川市    7.2

飯能市    11.0 39 日高市    59.6 39 和光市    16.6 39 和光市    7.0

40 蕨  市    10.9 40 秩父市    58.5 40 戸田市    15.3 40 戸田市    6.4

12.8 63.0 24.2 10.0
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出典：埼玉県統計課「町（丁）字別人口調査」（平成27年１月１日時点） 
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 本市の年齢５歳階級別・男女別の人口ピラミッドをみると、平成 27（2015）年に

は、30 代後半から 40 代の世代（団塊ジュニア世代前後）と 60 代から 70 代前半

（団塊世代前後）が多くなっています。 

 平成 17（2005）年に男女合わせて 6,075 人だった 20-24 歳の世代は、平成 27（2015）

年には、7,386 人と大幅に増加しています。 

 

図表：５歳階級別人口ピラミッド（上：平成 27（2015）年、下：平成 17（2005）年） 

出典：富士見市「住民基本台帳」 

※コーホートとは、ある一定期間に生まれた集団のこと。 
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③自然動態・社会動態の推移 

 自然動態を見ると、継続的に増加しており、近年も微増で推移しています。一方、

社会動態は増減を繰り返していましたが、近年は平成 22（2010）年に旧暫定逆線

引き地区1に指定されていた水子・諏訪地区の市街化区域再編入や鶴瀬第２団地

建替えに伴う住宅開発などにより微増傾向にあります。 

 

図表：自然動態及び社会動態の推移 
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△ 6,000

△ 4,000

△ 2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

昭

38

39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 平

元

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

自然動態 社会動態 出生 転入 死亡（△） 転出（△）

(人)

 
出典：富士見市「統計ふじみ」 

 

 合計特殊出生率2の推移を見ると、平成 14（2002）年以前は、全国平均・埼玉県

平均を上回っていたものの、平成 15（2003）年以降は、全国平均を下回り、平成

18（2006）年以降は、埼玉県平均を下回る年も見られます。平成 23（2011）年以

降は、埼玉県平均を若干上回っています。 

 平成８（1996）年から平成 25（2013）年までの平均値で比較すると、全国平均が

最も高く 1.36、次いで富士見市が 1.34、埼玉県平均が 1.27 となります。 

 全国や埼玉県の動向と同様、平成 16（2004）年前後を底として、近年上昇基調に

あります。団塊ジュニア世代の多い本市では、この傾向が強く見られます。 

 

 

                            
1 市街化区域において、当分の間、計画的な市街地整備の見通しがない区域について暫定的に市街化調

整区域とした地区。土地区画整理事業など計画的なまちづくりが確実となった段階で、市街化区域に再

編入できる制度であったが、同制度の運用が平成 15（2003）年に廃止された。 
2 出産可能年齢（15-49 歳）の女性を分母に、年齢ごとの出生率を足し合わせ、１人の女性が生涯何人

の子どもを産むかを推計した指標。 
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図表：合計特殊出生率の推移（全国・埼玉県・富士見市） 
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出典：埼玉県「埼玉県の合計特殊出生率」 

 

 本市の男女別・５歳階級別の人口移動の状況を見ると、平成 17（2005）年から平

成 22（2010）年にかけて、15～29 歳の年齢層の流入が多く見られる一方、５～

９歳、35～44 歳の年齢層の流出が多く見られます。 

 15～29 歳の年齢層の流入は、進学や就職等による流入が想定され、５～９歳、35

～44 歳の年齢層は、子育て世帯が流出していることが想定されます。 

 

図表：平成 22（2010）年における性別・年齢階級別人口移動（純移動数）の状況 
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 昭和 55（1980）年から平成 22（2010）年までの性別・年齢階級別人口移動の動

向を見ると、継続的に男女とも進学や就職等に伴う 15～29 歳の年齢層の流入が

見られます。平成 12（2000）年までは、30～34 歳の年齢層も多くの流入が見ら

れ、子育て世帯の流入があったものの、2000 年以降は、流入人口が若年層に移行

し、山の高さも小さくなっています。35～44 歳の年齢層も流出人口が徐々に増加

し谷が深くなっています。 

 

図表：性別・年齢階級別人口移動（純移動数）の動向 

（昭和 55（1980）年～平成 22（2010）年）（上：男性・下：女性） 
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出典：総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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 近年５年間（平成 22（2010）年～平成 26（2014）年）の純移動数（合計）を整

理すると、継続的に男女とも進学や就職等に伴う 15～29 歳の年齢層の流入が見

られます。加えて、30～34 歳も流入超過で推移しており、以前の子育て世帯の流

入の傾向が戻りつつあります。 

 

図表：男女別５歳階級別純移動数（平成 22（2010）年～平成 26（2014）年合計） 
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 男女別に見ると、男性の 40～49 歳が転出超過の傾向が強く示されており、転勤

等による移動が予想されます。また女性では、20～24 歳の転入超過の傾向が強く

示されており、就職等による移動が予想されます。 

 

図表：男女別５歳階級別移動数（平成 22（2010）年～平成 26（2014）年合計） 

転入者数 転出者数 転入超過数 転入者数 転出者数 転入超過数 転入者数 転出者数 転入超過数

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

0～4歳 1,931 2,061 △ 130 989 1,078 △ 89 942 983 △ 41

5～9歳 818 918 △ 100 429 424 5 389 494 △ 105

10～14歳 421 477 △ 56 232 221 11 189 256 △ 67

15～19歳 978 640 338 407 286 121 571 354 217

20～24歳 3,699 2,934 765 1,643 1,380 263 2,056 1,554 502

25～29歳 5,455 4,922 533 2,702 2,405 297 2,753 2,517 236

30～34歳 4,611 4,335 276 2,445 2,266 179 2,166 2,069 97

35～39歳 3,108 3,198 △ 90 1,740 1,741 △ 1 1,368 1,457 △ 89

40～44歳 1,931 2,200 △ 269 1,106 1,264 △ 158 825 936 △ 111

45～49歳 1,106 1,204 △ 98 656 761 △ 105 450 443 7

50～54歳 810 794 16 451 457 △ 6 359 337 22

55～59歳 654 708 △ 54 360 390 △ 30 294 318 △ 24

60～64歳 680 713 △ 33 394 407 △ 13 286 306 △ 20

65～69歳 453 513 △ 60 229 279 △ 50 224 234 △ 10

70～74歳 355 356 △ 1 166 184 △ 18 189 172 17

75～79歳 225 234 △ 9 92 99 △ 7 133 135 △ 2

80～84歳 203 171 32 67 47 20 136 124 12

85～89歳 145 101 44 38 34 4 107 67 40

90歳以上 100 71 29 15 13 2 85 58 27

不詳 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 27,683 26,550 1,133 14,161 13,736 425 13,522 12,814 708

全体 男性 女性
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 転入元・転出先の上位 10 団体を見ると、総数・男女ともふじみ野市が最も多く、次い

で川越市となっています。転入元の第３位は、総数・男性で朝霞市、女性で板橋区とな

っています。転出先の第３位は、すべて三芳町となっています。 

 

図表：転入・転出上位 10 団体の状況と転入・転出上位５団体の位置関係 

（平成 21（2009）年～平成 26（2014）年合計） 

転入元住所地 人数(人) 転出先住所地 人数(人) 転入元住所地 人数(人) 転出先住所地 人数(人) 転入元住所地 人数(人) 転出先住所地 人数(人)

第１位 ふじみ野市 2,139 ふじみ野市 2,992 ふじみ野市 1,082 ふじみ野市 1,473 ふじみ野市 1,057 ふじみ野市 1,519

第２位 川越市 1,450 川越市 1,966 川越市 711 川越市 988 川越市 739 川越市 978

第３位 朝霞市 1,295 三芳町 1,368 朝霞市 679 三芳町 691 板橋区 630 三芳町 677

第４位 板橋区 1,245 さいたま市 1,041 三芳町 651 さいたま市 548 朝霞市 616 志木市 504

第５位 三芳町 1,230 朝霞市 973 板橋区 615 朝霞市 486 三芳町 579 さいたま市 493

第６位 志木市 1,102 志木市 961 志木市 564 志木市 457 志木市 538 朝霞市 487

第７位 練馬区 998 板橋区 825 練馬区 524 板橋区 400 練馬区 474 板橋区 425

第８位 さいたま市 990 新座市 712 さいたま市 522 新座市 352 さいたま市 468 新座市 360

第９位 新座市 855 練馬区 620 新座市 447 練馬区 296 新座市 408 練馬区 324

第10位 和光市 533 所沢市 519 和光市 291 所沢市 272 所沢市 256 所沢市 247

富士見市
全体

転入 転出 転入 転出

女男総数

転入 転出
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④地区別人口の推移 

 各年１月１日時点の地区別人口の推移は以下図表のとおりです。平成 22（2010）

年を 100 とした場合の人口指数を見ると、水谷小学校区が 107.4 と最も高く、次

いでつるせ台小学校区が 107.3、諏訪小学校区が 105.6、鶴瀬小学校区が 103.5、

針ケ谷小学校区が 103.1 と続いています。一方、水谷東小学校区で 94.7、関沢小

学校区で 98.1 と人口が減少する小学校区も見られます。 

 老年人口（65 歳以上人口）の比率を見ると、水谷東小学校区は 31.7％と最も高く、

次いで、勝瀬小学校区が 28.0％、関沢小学校区が 27.1％、南畑小学校区が 26.5％、

つるせ台小学校区が 26.0％と続いています。一方、ふじみ野小学校区の 11.7％の

ように高齢化率が極めて低い小学校区もあり、小学校区ごとに人口構成の差異が

明確化しています。 

 

図表：地区別人口の推移（各年１月１日現在） 
鶴瀬
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年少人口比率 12.8% 13.6% 12.7% 11.4% 12.8% 12.6% 14.9% 12.1% 13.4% 17.2% 12.9%

生産年齢人口比率 63.1% 63.4% 60.7% 61.5% 59.2% 55.7% 61.3% 66.9% 71.0% 71.1% 61.1%

老年人口比率 24.1% 23.0% 26.5% 27.1% 28.0% 31.7% 23.8% 21.0% 15.6% 11.7% 26.0%

75歳以上人口比率 10.8% 8.7% 12.8% 10.7% 11.0% 13.6% 9.2% 7.6% 6.0% 4.4% 11.8%

人口指数（平成22年=100） 103.5 107.4 99.5 98.1 98.1 94.7 105.6 100.4 103.1 102.9 107.3  
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＜勝瀬小学校区＞                   ＜水谷東小学校区＞ 
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  （時系列による人口動向分析結果による課題） 

 東武東上線と東京メトロ副都心線の相互乗り入れや東急東横線、横浜高速みなと

みらい線との相互直通運転が開始されたことによる交通利便性の向上が近年の

人口増加につながっており、引き続き良好な住環境を維持する必要があります。 

 75 歳以上人口は平成 17（2005）年からの 10 年間で約 2.1 倍となっており、今後

も継続的に増加傾向にあると想定されるため、高齢者が健康長寿で、生きがいの

持てる暮らしづくりや医療・介護体制の整備促進を図る必要があります。 

 本市の平成 23（2011）年から平成 25（2015）年の合計特殊出生率（単純平均）

は、埼玉県平均を上回っているものの、全国平均を下回っており、結婚から妊娠、

出産、子育てまでの切れ目のない支援により、安心して子育てできる環境を整え

る必要があります。 

 近年５年間（平成 22（2010）年～平成 26（2014）年）の純移動数（合計）は、

継続的に男女とも進学や就職等に伴う 15～29 歳の年齢層の流入が見られ、30～

34 歳も流入超過で推移しており、過去の子育て世帯の流入の傾向が戻りつつあり

ます。この傾向を持続させるため、子育て世帯のニーズを把握した上で、ニーズ

に合致した取り組みの積極的展開が求められます。 

 近年５年間で本市へ転入超過となっている自治体は、板橋区や練馬区、朝霞市、

新座市、志木市となっており、それらの市区をはじめとして、本市の魅力を積極

的に周知を図る必要があります。 
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 (ｂ)通勤・通学の動向分析  

 本市における平成 22（2010）年の昼間人口3は 77,311 人であり、昼夜間人口比率

は 72.4％となっています。平成２（1990）年と比較すると、昼夜間人口比率は 8.8

ポイント（16,991 人）上昇しています。今後、ららぽーと富士見の開業や高齢化

の進展などにより、昼夜間人口比率は上昇するものと想定されます。 

 昼夜間人口比率を県内 40 市と比較すると、本市は最も低くなっており、市外へ

の通勤・通学者が極めて多い状況にあります。 
 

図表：昼夜間人口及び昼夜間人口比率の推移 

平成２
（1990）年

平成７
（1995）年

平成12
（2000）年

平成17
（2005）年

平成22
（2010）年

実数（人） 94,864 96,972 103,247 104,748 106,736

増減率（％） - 2.2% 6.5% 1.5% 1.9%
実数（人） 60,320 62,393 69,689 73,754 77,311

増減率（％） - 3.4% 11.7% 5.8% 4.8%
63.6% 64.3% 67.5% 70.4% 72.4%
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出典：総務省「平成22年国勢調査」  
図表：昼夜間人口比率の都市間比較 

1 本庄市 82,525 81,889 100.8 21 新座市 136,828 158,777 86.2

熊谷市 200,405 203,180 98.6 22 三郷市 112,541 131,415 85.6
東松山市 88,847 90,099 98.6 23 草加市 208,533 243,855 85.5

4 八潮市 80,999 82,977 97.6 24 蕨市 60,874 71,502 85.1
5 羽生市 54,772 56,204 97.5 25 和光市 68,447 80,745 84.8
6 川越市 332,876 342,670 97.1 幸手市 45,639 54,012 84.5
7 秩父市 64,661 66,955 96.6 桶川市 63,112 74,711 84.5
8 深谷市 137,372 144,618 95.0 28 朝霞市 109,103 129,691 84.1
9 狭山市 146,279 155,727 93.9 29 上尾市 187,765 223,926 83.9
10 戸田市 115,434 123,079 93.8 30 川口市 419,080 500,598 83.7
11 さいたま市 1,133,978 1,222,434 92.8 31 ふじみ野市 87,939 105,695 83.2
12 坂戸市 93,721 101,700 92.2 春日部市 194,419 237,171 82.0
13 日高市 52,860 57,473 92.0 吉川市 53,513 65,298 82.0
14 加須市 104,242 115,002 90.6 34 蓮田市 51,078 63,309 80.7
15 飯能市 74,107 83,549 88.7 35 鴻巣市 95,694 119,639 80.0
16 行田市 75,919 85,786 88.5 36 北本市 54,674 68,888 79.4
17 久喜市 134,085 154,310 86.9 37 鶴ヶ島市 55,072 69,990 78.7
18 越谷市 282,810 326,313 86.7 38 志木市 54,519 69,611 78.3
19 入間市 129,827 149,872 86.6 39 鳩ヶ谷市 46,033 60,908 75.6
20 所沢市 295,595 341,924 86.5 40 富士見市 77,311 106,736 72.4
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出典：総務省「平成22年国勢調査」 

                            
3 常住人口から通勤・通学のための移動人口を増減した人口。 
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 本市に常住する 15 歳以上の就業者・通学者のうち、市外に通勤・通学する人数

は、平成 17（2005 年）では 41,422 人であったのに対して、平成 22（2010）年に

は 41,874 人と約 452 人増加しています。内訳を見ると、その他道府県での流出者

が増加しています。 

 本市に通勤・通学する 15 歳以上の就業者・通学者のうち、市外に常住する人数

は、平成 17（2005 年）では 10,626 人であったのに対して、平成 22（2010）年に

は 9,909 人と 717 人減少しています。内訳を見ると、東京都からの流入者が減少

しています。 

 
図表：流出・流入人口概況と流出・流入上位 20 団体（15 歳以上の就業者・通学者） 

市町村名 総数 就業者 通学者
市外総数に
占める割合

総数 就業者 通学者
市外総数に
占める割合

市外総数 41,422 37,372 4,050 100.0% 41,874 37,370 4,504 100.0% 452

　埼玉県内 20,858 18,569 2,289 50.4% 20,104 17,660 2,444 48.0% △ 754
　東京都 19,723 18,097 1,626 47.6% 18,178 16,653 1,525 43.4% △ 1,545
　その他道府県 841 706 135 2.0% 3,592 3,057 535 8.6% 2,751

三芳町 3,862 3,787 75 9.3% 3,538 3,481 57 8.4% △ 324

川越市 2,935 2,381 554 7.1% 2,760 2,182 578 6.6% △ 175
ふじみ野市 2,571 2,410 161 6.2% 2,432 2,287 145 5.8% △ 139

豊島区 2,623 2,350 273 6.3% 2,372 2,118 254 5.7% △ 251
千代田区 2,250 2,102 148 5.4% 2,132 1,967 165 5.1% △ 118
板橋区 2,433 2,243 190 5.9% 1,973 1,783 190 4.7% △ 460
新宿区 2,112 1,914 198 5.1% 1,958 1,801 157 4.7% △ 154
新座市 1,852 1,620 232 4.5% 1,824 1,591 233 4.4% △ 28
朝霞市 1,624 1,415 209 3.9% 1,662 1,444 218 4.0% 38

さいたま市 1,608 1,409 199 3.9% 1,638 1,373 265 3.9% 30
志木市 1,613 1,469 144 3.9% 1,456 1,312 144 3.5% △ 157
港区 1,486 1,445 41 3.6% 1,456 1,429 27 3.5% △ 30

所沢市 1,283 1,214 69 3.1% 1,262 1,182 80 3.0% △ 21
中央区 1,332 1,330 2 3.2% 1,189 1,183 6 2.8% △ 143
渋谷区 1,041 950 91 2.5% 1,113 1,036 77 2.7% 72
文京区 1,090 901 189 2.6% 999 821 178 2.4% △ 91
練馬区 902 862 40 2.2% 826 792 34 2.0% △ 76
和光市 755 677 78 1.8% 768 680 88 1.8% 13
品川区 500 485 15 1.2% 509 493 16 1.2% 9
江東区 419 415 4 1.0% 459 454 5 1.1% 40

概
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位
2
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体
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市町村名 総数 就業者 通学者
市外総数に
占める割合

総数 就業者 通学者
市外総数に
占める割合

市外総数 10,626 10,229 397 100.0% 9,909 9,568 341 100.0% △ 717

　埼玉県内 9,259 8,954 305 87.1% 8,959 8,665 294 90.4% △ 300
　東京都 1,088 1,042 46 10.2% 762 737 25 7.7% △ 326
　その他道府県 279 233 46 2.6% 188 166 22 1.9% △ 91

ふじみ野市 1,870 1,833 37 17.6% 1,869 1,820 49 18.9% △ 1

川越市 1,720 1,670 50 16.2% 1,652 1,606 46 16.7% △ 68
三芳町 975 953 22 9.2% 988 963 25 10.0% 13
志木市 755 703 52 7.1% 772 729 43 7.8% 17

さいたま市 668 644 24 6.3% 666 628 38 6.7% △ 2
新座市 536 509 27 5.0% 476 447 29 4.8% △ 60
朝霞市 440 424 16 4.1% 425 410 15 4.3% △ 15
所沢市 367 360 7 3.5% 331 322 9 3.3% △ 36
坂戸市 264 257 7 2.5% 242 240 2 2.4% △ 22

鶴ヶ島市 184 179 5 1.7% 221 218 3 2.2% 37
板橋区 220 211 9 2.1% 151 148 3 1.5% △ 69
狭山市 158 153 5 1.5% 149 144 5 1.5% △ 9

東松山市 179 171 8 1.7% 147 144 3 1.5% △ 32
練馬区 158 152 6 1.5% 118 116 2 1.2% △ 40
和光市 95 90 5 0.9% 103 100 3 1.0% 8
川口市 94 87 7 0.9% 102 98 4 1.0% 8
川島町 83 82 1 0.8% 76 76 - 0.8% △ 7
上尾市 94 93 1 0.9% 72 72 - 0.7% △ 22
入間市 78 78 - 0.7% 61 61 - 0.6% △ 17
清瀬市 69 66 3 0.6% 57 56 1 0.6% △ 12
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出典：総務省「平成22年国勢調査」 
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  （通勤・通学の動向分析結果による課題） 

 昼夜間人口比率は埼玉県内 40市で最も低くなっていますが近年上昇傾向にあり、

ららぽーと富士見開業による市内就業者の増加などにより、引き続き上昇してい

くものと想定されます。今後も良好な住宅都市としての位置づけを明確化し、定

住の促進を図るとともに、さらなる就業の場の確保も求められます。 

 

 

 

(ｃ)雇用や就労に関する分析  

①事業所・従業者数の状況 

 本市の産業に関して、平成 24（2012）年２月１日時点で、事業所数ベースでは、

卸売業，小売業が 20.9％（587 事業所）と最も多く、次いで飲食サービス業等が

12.8％（361 事業所）、建設業が 12.6％（355 事業所）、生活関連サービス業，娯楽

業が 12.3％（347 事業所）、不動産業等が 11.2％（315 事業所）と続いています。

一方、従業者数ベースでは、卸売業，小売業が 21.6％（4,628 人）と最も多く、

次いで医療，福祉が 18.0％（3,849 人）、飲食サービス業等が 12.0％（2,569 人）

と続いています。 

 産業大分類別の構成比を東武東上線沿線市と比較すると、富士見市は事業所ベー

ス・従業者ベースともに、生活関連サービス業で最も高い割合（事業所ベース：

12.3％、従業者ベース：6.5％）となっています。また、従業者数ベースでは、医

療，福祉で 18.0％と最も高い割合となっています。 

 

図表：産業大分類別の事業所数及び従業者数の構成 
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出典：総務省「経済センサス―活動調査」（平成24年２月１日） 
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図表：産業大分類別の事業所構成比の東武東上線沿線市比較 
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出典：総務省「経済センサス―活動調査」（平成24年２月１日） 

 

図表：産業大分類別の従業者数構成比の東武東上線沿線市比較 
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出典：総務省「経済センサス―活動調査」（平成24年２月１日） 
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②本市の特化産業の状況 

 平成 22（2010）年における本市の就業人口 26,739 人（従業地ベース）のうち、

産業大分類別では卸売業、小売業が 14.4％（3,848 人）が最も高く、医療・福祉

が 12.4％（3,318 人）、建設業が 9.2％（2,451 人）と続いています。 

 男女別にみると、男性は建設業や卸売業，小売業、製造業、運輸業，郵便業の順

に多い一方、女性は医療，福祉、卸売業，小売業、飲食サービス業等の順に多く

なっています。 

 産業特化係数（富士見市の当該産業の就業人口比率／埼玉県の当該産業の就業人

口比率）が男女とも１を超えている産業は、農業、建設業、不動産業等、飲食サ

ービス業等、生活関連サービス業，娯楽業、教育，学習支援業、医療，福祉など

が挙げられます。 

 

図表：産業別就業人口及び産業特化係数（従業地ベース） 
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出典：総務省「平成22年国勢調査」 

 

 就業人口を年齢別にみると、農業は男女ともに 70 歳以上が最も多く、建設業は

男性 30～40 歳代、60 歳代、女性 40 歳代が多く、不動産業等は男性 30～40 歳代、

60 歳代、女性 60 歳代、飲食サービス業等は男性 15～29 歳代、女性 15～29 歳代、

40 歳代、60 歳代が多くなっています。生活関連サービス業，娯楽業は、男性 70

歳代を除くとおおむね年代ごと均等に就業しています。教育，学習支援業は、男

性 50 歳代、女性 15～29 歳代、50 歳代が多くなっています。医療，福祉は、男性

30 歳代、女性 40 歳代が多くなっています。 
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図表：男女別・年齢階級別産業別就業人口（従業地ベース）（単位：人） 

産業大分類 性別 総数 15-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上
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出典：総務省「平成22年国勢調査」 
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図表：男女別・年齢階級別産業別就業人口割合（従業地ベース） 
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出典：総務省「平成22年国勢調査」 
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③工業の状況 

 本市の工業事業所数は、平成５（1993）年の 120 事業所をピークに、上下を繰り

返しながらも継続的に減少傾向にあり、平成 24（2012）年時点で 54 事業所とな

っています。従業者数も平成４（1992）年の 1,951 人をピークに上下を繰り返し

ながらも減少傾向にあり、平成 24（2012）年時点で 851 人となっています。製造

品出荷額は、近年リーマンショック等を背景として平成 21（2009）年に大幅に減

少しており、平成 22（2010）～平成 23（2011）年にかけて持ち直していました

が、平成 24（2012）年はまた減少しており、200.6 億円となっています。 

 １事業所当たりの製造品出荷額は、県内 40 市中 31 番目であり、東武東上線沿線

10 市と比較すると、平成 24（2012）年時点で富士見市は３億 6,312 万円と 10 市

中８番目の状況にあります。 

 

図表：事業所数・従業者数・製造品出荷額の推移（各年 12 月 31 日現在） 

出典：経済産業省「工業統計調査」「平成24年経済センサス―活動調査」（平成23年分） 

（注）昭和56・57年と昭和61年以降は、従業者３人以下の事業所（特定業種を除く）を除いたものである。 

 従業者４人以上の事業所について集計。 

 平成23年については「経済センサス－活動調査 製造業に関する調査結果」（平成24年２月１日現在）をもと

に集計。その他の年については、「工業統計調査」（各年12月31日現在）をもとに集計。 
 

図表：１事業所当たりの製造品出荷額の東武東上線沿線市比較（平成 24 年２月 1 日現在） 

順位 市名
事業所数
（事業所）

従業者数
（人）

製造品
出荷額等
（万円）

１事業所当たり
製造品出荷額

（万円）

1 川越市 554 23,029 93,703,632 169,140
2 ふじみ野市 119 5,299 16,872,924 141,789
3 東松山市 139 6,146 16,116,426 115,946
4 鶴ヶ島市 72 2,909 8,159,213 113,322
5 坂戸市 127 5,148 13,120,474 103,311
6 朝霞市 208 3,919 9,793,738 47,085
7 新座市 242 6,616 11,336,074 46,843
8 富士見市 65 973 2,360,297 36,312
9 和光市 92 1,420 2,945,581 32,017
10 志木市 100 1,223 1,899,039 18,990  

出典：埼玉県「平成24年度経済センサス―活動調査 製造業に関する調査結果」 

（注）従業者４人以上の事業所について集計。 

事業所とは、一般的に工場・製作所・製造所あるいは加工所と呼ばれている一区画を占めて製造・加工を行

う場。製造品出荷額等は、平成23年１年間の金額（消費税等のうち国消費税額を含む） 
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④商業の状況 

 本市の商業事業所数は、平成３（1991）年の 841 事業所をピークに減少傾向にあ

り、平成 24（2012）年時点で 457 事業所となっています。一方、従業者数は、平

成３（1991）年までは増加傾向であったものの、バブル崩壊以降、低迷が続きま

した。近年のピークは平成 14（2002）年の 5,068 人であり、近年は継続的に減少

傾向にあり、平成 24（2012）年時点で 3,580 人となっています。年間商品販売額

は、平成９年の 996.0 億円をピークに近年減少傾向となり、平成 24（2012）年は

631.7 億円となっています。 

 平成 24（2012）年時点の事業所数は、県内 40 市中 30 番目、東武東上線沿線 10

市と比較すると、事業所数は７番目となっています。また、従業者数は、県内で

33 番目、東武東上線沿線 10 市中８番目となっています。年間商品販売額・事業

所当たり年間商品販売額はいずれも東武東上線沿線市で最も低い状況であり、県

内で比較しても年間商品販売額が 38 番目、事業所あたり年間商品販売額が 39 番

目となっています。 

 平成 27（2015）年４月に、ららぽーと富士見が開業し、衣料品店や飲食店など

293 店舗が入居し、年間売上高は 450～500 億円が見込まれています4。またらら

ぽーと富士見で働く雇用者数は約 4,000 人で、そのうち富士見市民が約 1,400 人

を占めており5、本市の事業所数を約 1.7 倍に、従業者数を約 2.1 倍に、年間商品

販売額を約 1.8 倍に押し上げる効果があると想定されます。 

 

図表：事業所数・従業者数・年間商品販売額の推移 
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出典：経済産業省「商業統計調査」、総務省「経済センサス―活動調査」（平成24年２月１日） 

 

 

                            
4 日本経済新聞「ららぽーと富士見、10 日開業 売上高 500 億円見込む」（平成 27 年４月 7 日）

http://www.nikkei.com/article/DGXLZO85348250W5A400C1L72000/ 
5 埼玉新聞「ららぽーと富士見、１カ月で 150 万人来場 雇用も３割が地元市民」（平成 27 年６月３日）

http://www.saitama-np.co.jp/news/2015/06/03/06.html 
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図表：事業所数・従業者数・年間商品販売額の東武東上線沿線市比較（平成 24 年２月１日現在） 

順位 市名
事業所数
（事業所）

順位 市名 従業者数 順位 市名
年間商品
販売額

（百万円）
順位 市名

事業所当たり
年間商品販売額

（百万円）

1 川越市 1,976 1 川越市 17,768 1 川越市 614,353 1 新座市 360.3
2 新座市 737 2 新座市 7,579 2 新座市 265,537 2 朝霞市 355.7
3 東松山市 696 3 東松山市 5,437 3 朝霞市 170,758 3 和光市 311.5
4 坂戸市 513 4 朝霞市 5,133 4 東松山市 126,422 4 川越市 310.9
5 ふじみ野市 500 5 鶴ヶ島市 4,458 5 鶴ヶ島市 115,011 5 鶴ヶ島市 301.9
6 朝霞市 480 6 ふじみ野市 4,189 6 ふじみ野市 97,611 6 志木市 202.7
7 富士見市 457 7 坂戸市 4,003 7 坂戸市 93,494 7 ふじみ野市 195.2
8 鶴ヶ島市 381 8 富士見市 3 ,580 8 和光市 84,732 8 坂戸市 182.2
9 志木市 326 9 志木市 2,919 9 志木市 66,072 9 東松山市 181.6
10 和光市 272 10 和光市 2,693 10 富士見市 63 ,166 10 富士見市 138.2  

出典：総務省「経済センサス―活動調査」（平成24年２月１日） 

（注）管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所は含まない。 

法人組織及び個人経営の事業所の合計で、事業所数及び従業者数は平成24年2月1日現在の数値。 

年間商品販売額は、平成23年1月1日から平成23年12月31日までの1年間の当該事業所における有体商品

の販売額をいう。 

 

⑤農業の状況 

 平成 22（2010）年における本市の農家数は 553 戸、農家人口は 853 人であり、継

続的に減少が続いています。昭和 40（1965）年の数値を 100 とすると、農家数は

44.7、農家就業人口は 23.2 の水準まで減少しています。昭和 40（1965）年と比較

すると、第２種兼業農家6の占める割合が急速に増えており、平成 22（2010）年

時点で 71.6％を占めています。 

 

図表：農家数と農家人口の推移（各年２月１日現在） 
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出典：農林水産省「農林業センサス」 

 

 

 

                            
6 第２種兼業農家とは、農業所得ではなく兼業している職から主な所得を得ている農家。一方、第１種

兼業農家は、農業所得が主となっている農家。 
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図表：農家数内訳の推移（各年２月１日現在） 
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出典：農林水産省「農林業センサス」 

 

 経営耕地面積規模別経営体数を東武東上線沿線 10 市と比較すると、全体のボリ

ュームゾーンとなる１ha 前後を超えた 1.5ha 以上の経営体数は、川越市が 24.6％

（574 経営体）と最も高く、次いで坂戸市が 22.7％（129 経営体）、富士見市が 16.2％

（91 経営体）と続いています（県内 40 市中 21 番目）。都心部に近接しているも

のの、一定の規模を有した農業経営体が存在しています。 

 農産物販売金額規模別経営体数を東武東上線沿線 10 市と比較すると、販売金額

1,000 万円を超えた経営体数は、ふじみ野市が 10.5％（11 経営体）と最も高く、

次いで川越市が 9.7％（146 経営体）、鶴ヶ島市が 8.9％（８経営体）、志木市が 8.1％

（９経営体）、新座市が 6.5％（15 経営体）、朝霞市が 5.7％（８経営体）、富士見

市が 5.2％（19 経営体）と続いています（県内 40 市中 31 番目）。販売金額が 1,000

万円を超える水準の経営体数は少なくなっています。 

 

図表：経営耕地面積規模別経営体数の東武東上線沿線市比較 
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239 0 5 49 109 42 26 6 1 1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 2.1% 20.5% 45.6% 17.6% 10.9% 2.5% 0.4% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2,334 4 5 375 874 502 311 199 50 9 3 2 0 0

100.0% 0.2% 0.2% 16.1% 37.4% 21.5% 13.3% 8.5% 2.1% 0.4% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0%

146 0 7 32 60 28 9 7 3 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 4.8% 21.9% 41.1% 19.2% 6.2% 4.8% 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

568 0 2 98 232 107 60 41 15 10 2 0 0 1

100.0% 0.0% 0.4% 17.3% 40.8% 18.8% 10.6% 7.2% 2.6% 1.8% 0.4% 0.0% 0.0% 0.2%

718 3 4 136 336 139 54 25 6 10 3 1 1 0

100.0% 0.4% 0.6% 18.9% 46.8% 19.4% 7.5% 3.5% 0.8% 1.4% 0.4% 0.1% 0.1% 0.0%

川越市

鶴ヶ島市

坂戸市

東松山市

富士見市

和光市

朝霞市

志木市

新座市

ふじみ野市

 
出典：農林水産省「2010年世界農林業センサス」 
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図表：農産物販売金額規模別経営体数の東武東上線沿線市比較 

市名 計
販売
なし

50万円
未満

 50-
100万円

 100-
200万円

 200-
300万円

 300-
500万円

 500-
700万円

 700-
1,000万円

 1,000-
1,500万円

 1,500-
2,000万円

 2,000-
3,000万円

 3,000-
5,000万円

 5,000万-
１億円

１-３億円 ３-５億円

563 109 173 105 81 29 28 9 10 11 3 2 0 2 1 0

100 .0% 19 .4% 30 .7% 18 .7% 14 .4% 5 .2% 5 .0% 1 .6% 1 .8% 2 .0% 0 .5% 0 .4% 0 .0% 0 .4% 0 .2% 0 .0%

134 26 24 15 16 10 18 8 11 2 1 1 1 1 0 0

100.0% 19.4% 4.3% 2.7% 2.8% 1.8% 3.2% 1.4% 2.0% 0.4% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.0% 0.0%

194 33 49 29 22 20 23 7 3 1 3 1 3 0 0 0

100.0% 17.0% 25.3% 14.9% 11.3% 10.3% 11.9% 3.6% 1.5% 0.5% 1.5% 0.5% 1.5% 0.0% 0.0% 0.0%

124 18 41 37 11 2 4 1 1 4 0 3 1 0 1 0

100.0% 14.5% 33.1% 29.8% 8.9% 1.6% 3.2% 0.8% 0.8% 3.2% 0.0% 2.4% 0.8% 0.0% 0.8% 0.0%

418 133 74 39 42 32 53 18 12 7 4 2 0 2 0 0

100.0% 31.8% 17.7% 9.3% 10.0% 7.7% 12.7% 4.3% 2.9% 1.7% 1.0% 0.5% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0%

239 43 57 30 31 12 26 15 14 8 2 1 0 0 0 0

100.0% 18.0% 23.8% 12.6% 13.0% 5.0% 10.9% 6.3% 5.9% 3.3% 0.8% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2,334 490 778 391 232 68 90 59 80 74 33 21 12 3 2 1

100.0% 21.0% 33.3% 16.8% 9.9% 2.9% 3.9% 2.5% 3.4% 3.2% 1.4% 0.9% 0.5% 0.1% 0.1% 0.0%

146 35 29 27 16 12 12 2 5 2 1 4 0 0 0 1

100.0% 24.0% 19.9% 18.5% 11.0% 8.2% 8.2% 1.4% 3.4% 1.4% 0.7% 2.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.7%

568 174 170 112 49 31 11 7 3 5 2 1 2 1 0 0

100.0% 30.6% 29.9% 19.7% 8.6% 5.5% 1.9% 1.2% 0.5% 0.9% 0.4% 0.2% 0.4% 0.2% 0.0% 0.0%

718 161 359 91 41 17 16 12 8 4 1 2 3 1 2 0

100.0% 22.4% 50.0% 12.7% 5.7% 2.4% 2.2% 1.7% 1.1% 0.6% 0.1% 0.3% 0.4% 0.1% 0.3% 0.0%

川越市

鶴ヶ島市

坂戸市

東松山市

富士見市

和光市

朝霞市

志木市

新座市

ふじみ野市

 

出典：農林水産省「2010年世界農林業センサス」 
 

 農業経営体による作物作付を見ると、稲が最も高く 56.0％（362 経営体）となっ

ており、次いで野菜類が 29.1％（188 経営体）、いも類が 7.6％（49 経営体）と続

いています。野菜類のうち、ほうれんそうが 136 経営体と最も多くなっており、

次いできゅうり・だいこんが 102 経営体、はくさいが 96 経営体、なすが 84 経営

体と続いています。 

 農業経営体による売上１位の出荷先を見ると、農協が 62.3％（283 経営体）と最

も高く、次いで消費者に直接販売が 21.4％（97 経営体）、卸売市場が 10.1％（46

経営体）と続いています。 

 

図表：農業経営体による作物作付の状況 

稲 麦 雑穀 いも類 豆類
工芸農
作物

野菜類
花き類・

花木
その他

作付経営体数 362 8 4 49 13 2 188 11 9

総経営体数に占める作付経営体割合 56.0% 1.2% 0.6% 7.6% 2.0% 0.3% 29.1% 1.7% 1.4%  
出典：農林水産省「2010年世界農林業センサス」 

 

図表：野菜類のうち上位 20 位の作物  

順位 野菜作物
経営
体数

1 ほうれんそう 136

2 きゅうり 102
2 だいこん 102
4 はくさい 96
5 な　す 84
6 ト　マ　ト 79
7 えだまめ 78
8 ね　ぎ 73
9 こまつな 67
10 さといも 66
11 か　ぶ 63
12 にんじん 61
13 ブロッコリー 59
14 キャベツ 50
15 たまねぎ 48
16 ピーマン 47
17 スイートコーン 35
18 さやいんげん 30
19 しょうが 24
20 レ タ ス 22  

出典：農林水産省「2010年世界農林業センサス」 
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図表：農業経営体による売上１位の出荷先の状況 

総数 農協
農協以外の
集出荷団体

卸売市場 小売業者
食品製造業
・外食産業

消費者に
直接販売

その他

農産物の売上１位の出荷先別経営体数 454 283 3 46 19 2 97 4
農産物の売上１位の出荷先別経営体の割合 100.0% 62.3% 0.7% 10.1% 4.2% 0.4% 21.4% 0.9%  

出典：農林水産省「2010年世界農林業センサス」 

 

 

  （雇用や就労に関する分析結果による課題） 

 産業別特化係数によると、本市で特化係数が１を超えている特徴的な産業は、①

農業、②建設業、③不動産業等、④飲食サービス業等、⑤生活関連サービス業，

娯楽業、⑥教育，学習支援業、⑦医療，福祉などが挙げられます。特に、建設業

の男性従事者、医療，福祉の女性従事者は 2,000 人を超え、本市の特徴の１つと

言えます。それらの特徴を活かすとともに、良好な住宅都市を支える基盤となる

飲食サービス業、生活関連サービス業、不動産業、教育，学習支援業などの生活

支援型産業の創業・育成等を支援する必要があります。 

 平成 24（2012）年時点の事業所当たり年間商品販売額はいずれも東武東上線沿線

市で最も低い状況にあります。事業所当たりの年間商品販売額の増加に向けて、

個店の魅力向上や付加価値向上が求められます。一方、平成 27（2015）年４月に、

ららぽーと富士見が開業し、本市の事業所数を約 1.7 倍に、従業者数を約 2.1 倍

に、年間商品販売額を約 1.8 倍に押し上げる効果が見込まれるため、それらの効

果を活かす取り組みが求められます。 

 農家数の減少や農業従事者の高齢化に加え、販売金額が 1,000 万円を超える水準

の経営体数は少ない状況にあります。また今後、担い手不足の理由などから遊休

農地の増加が懸念されます。都市近郊農業として都市農業を継続し就業の場等を

形成するためには、農業収入向上に向けた取り組みが重要となります。消費者へ

の直接販売や食品製造業・外食産業など販路拡大、加工による製品化・観光と併

せた直接販売なども含めた展開が求められます。 
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 (ｄ)土地利用・住宅に関する分析  

①土地利用の状況 

 平成 26（2014）年における本市の土地利用割合は、宅地が 29.8％（587.4ha）と

最も多く、次いで雑種地が 29.6％（582.3ha）、田が 22.3％（438.9ha）、畑が 11.4％

（224.2ha）と続いています。平成 21年と平成 26年の土地利用割合を比較すると、

宅地が 27.8％から 29.8％と 2.0 ポイント（40.3ha）、雑種地が 28.5％から 29.6％と

1.1 ポイント（20.3ha）増加しているのに対して、田は 23.2％から 22.3％と 0.9 ポ

イント（18.3ha）減少し、畑は 12.2％から 11.4％と 0.8 ポイント（16.5ha）減少す

るなど、農地から宅地・雑種地等への土地利用の転換が見られます。 

 

図表：土地利用割合・面積 

 

23.2%
(457.2)

22.3%
(438.9)

12.2%
(240.7)

11.4%

(224.2

27.8%
(547.1)

29.8%
(587.4)

1.0%
(19.0)

0.8%
(15.8)

28.5%
(562.0)

29.6%
(582.3)

7.3%
(144.0)

6.2%
(121.4)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成21年

平成26年

田 畑 宅地 山林 雑種地 その他
 

※（ ）内単位はha       

出典：富士見市「統計ふじみ（税務課概要調書）」 

 

 平成 26（2014）年 12 月 31 日現在、市街化区域7に指定されている区域は市域全

体の約 43％（849ha）、市街化調整区域8に指定されている区域は、約 57％（1,121ha）

となっています。県内各市と割合を比較すると、市街化区域は 16 位、市街化調

整区域は 24 位、また、東武東上線沿線 10 市中では、市街化区域は 7 位、市街化

調整区域は川越市、日高市、坂戸市に次いで 4 位となっています。 

 用途地域9の構成比では、第一種住居地域10が 35.3％（299.4ha）と最も高い割合と

なっています。次いで、第一種低層住居専用地域11が 30.9％（262.0ha）、第一種

中高層住居専用地域12が 23.5％（199.9ha）と住居系用途地域の割合が高くなって

います。 

 

                            
7 既に市街地を形成している区域及びおおむね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域。 
8 原則的に宅地造成などが禁止された市街化を抑制すべき区域。 
9 市街地の土地利用を定め、各目的に応じて建築可能な建物種類と規模が決められる地域。 
10 店舗や事務所、学校や図書館、病院、老人ホーム等が建築でき住居の環境を保護するための地域。 
11 小規模店舗や事務所兼住宅、小・中学校等が建築でき低層住宅の良好な環境を守るための地域。 
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 住居専用系の割合が 95.0％であり、東武東上線沿線 10 市の中で最も高い割合を

示しており、県内 40 市中でも３番目という高い割合となっています。 

 商業系用途地域では、近隣商業地域13が 2.3％（19.4ha）、商業地域14が 2.2％（19.1ha）

となっています。 

 商業系の割合が 4.5％であり、東武東上線沿線 10 市の中で６番目となっており、

県内 40 市中で 29 番目という割合になっています。 

 工業系用途地域では、準工業地域15が 0.5％（4.0ha）となっています。 

 工業系の割合が 0.5％であり、東武東上線沿線 10 市の中で 10 番目と最も低く、

県内 40 市中でも 40 番目と最も低くなっています。 

 

図表：用途地域の指定状況 

面積（ｈａ） 構成比（％）　

1,970 100

1,121 57.0

849 43.0

建ぺい率・容積率

50・ 80 156.0 18.4

60・100 106.0 12.5

（小計） (262.0) (30.9)

60・150 21.4 2.5

60・200 178.5 21.0

（小計） (199.9) (23.5)

第二種中高層
住居専用地域

60・200 43.3 5.1

第一種住居地域 60・200 299.4 35.3

第二種住居地域 60・200 2.0 0.2

近隣商業地域 80・200 19.4 2.3

商業地域 80・400 19.1 2.2

準工業地域 60・200 4.0 0.5

項 目

都 市 計 画 区 域 （ 行 政 区 域 ）

市 街 地 化 調 整 区 域

市 街 化 区 域

用
　
途
　
地
　
域

第一種低層住
居専用地域

第一種中高層
住居専用地域

 
出典：富士見市「統計ふじみ（まちづくり推進課資料）」 

 

②地価の状況 

 過去 10 年間の住宅地・商業地の平均土地価格は、平成 20 年をピークに、平成 25

年を底として低下傾向にありましたが、平成 26 年以降は若干持ち直しの傾向が

見られます。 

 住宅地の平均土地価格を東武東上線沿線 10 市と比較すると、おおむね都心部へ

の近接性と相関が見られ、富士見市は１平方メートルあたり 15 万 8,700 円で、上

から６番目に位置しており、県内 40 市中では 11 番目となっています。 

 商業地の平均土地価格を東武東上線沿線 10 市と比較すると、富士見市は１平方

メートルあたり 27 万 4,000 円で、上から７番目に位置しており、県内 40 市中で

は 11 番目となっています。 

 

 

 

                                                                                         
12 病院や大学、延床面積 500 ㎡までの一定の店舗等が建築でき中高層住宅の良好な環境を守るための地域。 
13 近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行うことを目的とする商業地を形成するための地域。 
14 商業の利便性向上を図る地域で、150 ㎡以上の工場以外はほぼすべてのものが建てられる地域。 
15 環境の悪化をもたらすおそれのない工業の利便性向上を図る地域。 
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図表：住宅地・商業地の平均土地価格の推移（各年７月１日現在） 
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315
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323

305 301
293
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住宅地 商業地

（千円/㎡）

 
出典：埼玉県「埼玉県地価調査」（平成27年７月１日現在） 

 

③住宅ストックの状況 

 本市の住宅の総数（住宅総評価床面積）を見ると、木造専用住宅や非木造住宅・

アパートの床面積は順調に増加しています。 

 着工建築物用途別床面積を見ると、景気動向等に左右されながら、近年は居住専

用住宅の着工が大幅に増加しています。つるせ台地区や水子・諏訪地区における

住宅開発などが影響しているものと想定されます。 

 

図表：住宅総評価床面積の推移 
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出典：富士見市「統計ふじみ（埼玉県統計年鑑6-4（各年1月1日現在））」 
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図表：着工建築物用途別床面積の推移 
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出典：富士見市「統計ふじみ（埼玉県統計年鑑6-3表）」 

 

④空き家の状況 

 本市の空き家の状況を見ると、空き家（総数）は 4,900 戸（空き家率 9.5％）と東

武東上線沿線 10 市と比較して実数・割合ともに低い傾向にあります。なお、県

内 40 市中、実数は 25 番目、割合は 29 番目となっています。 

 空き家（その他の住宅16）は 1,900 戸（空き家率 3.7％）と東武東上線沿線 10 市

と比較して実数・割合ともに高い傾向となっています。なお、県内 40 市で比較

すると、実数では 20 番目、割合では 18 番目となります。現在社会問題化してい

る空き家の問題は、このその他の住宅に起因するとされています。 

 

図表：空き家の状況に関する東武東上線沿線市比較  

順位 市名 実数 順位 市名 空き家率 順位 市名 実数 順位 市名 空き家率

1 川越市 17,500 1 ふじみ野市 14.8% 1 和光市 2,250 1 和光市 5.0%
2 ふじみ野市 7,580 2 坂戸市 13.7% 2 新座市 2,040 2 富士見市 3.7%
3 坂戸市 6,970 3 和光市 13.3% 3 富士見市 1,900 3 志木市 3.7%
4 新座市 6,820 4 東松山市 12.7% 4 川越市 1,840 4 東松山市 3.5%
5 朝霞市 6,640 5 鶴ヶ島市 11.7% 5 ふじみ野市 1,750 5 ふじみ野市 3.4%
6 和光市 5,940 6 川越市 11.0% 6 朝霞市 1,590 6 新座市 2.8%
7 東松山市 5,270 7 志木市 10.4% 7 東松山市 1,470 7 坂戸市 2.7%
8 富士見市 4,900 8 朝霞市 9.9% 8 坂戸市 1,350 8 朝霞市 2.4%
9 鶴ヶ島市 3,850 9 富士見市 9.5% 9 志木市 1,210 9 鶴ヶ島市 2.2%
10 志木市 3,420 10 新座市 9.4% 10 鶴ヶ島市 730 10 川越市 1.2%

空き家（総数） 空き家（その他の住宅）

 

出典：埼玉県「平成 25 年住宅・土地統計調査結果（確報）埼玉県分の概要」 

 

 

 

 

 

                            
16
賃貸用の住宅や売却用の住宅、二次的住宅（別荘等）を除いた空き家を指します。 
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⑤土地区画整理事業の状況 

 本市では、数多くの土地区画整理事業が実施され、良好な宅地開発が進みました。

本市の人口増加は、土地区画整理事業による良好な宅地分譲も大きく影響してい

ます。 

 

図表：土地区画整理事業一覧 

                    名称
区分

みずほ台 針ヶ谷 榎町 勝瀬原 鶴馬1丁目

都市計画決定 －
Ｓ６１．１．１０

県告示第２３号
Ｓ６１．１０．１

市告示第５４号

事業認可
Ｓ４６．１２．２１

県告示第１６２３号
Ｓ５３．１１．１４

県告示第１６２９号

個人Ｓ５５．７．１１
県告示第１１３２号
組合Ｓ５６．１０．６
県告示第１４７６号

Ｓ６１．１．３１
県告示第１３６号

Ｓ６１．１１．２１
市告示第７２号

施行年度 Ｓ４６～Ｓ５５ Ｓ５３～Ｈ９ Ｓ５５～Ｓ５７ Ｓ６０～Ｈ２２ Ｓ６１～Ｈ６
施行面積（ha） ８７．４ ４２．５ １．９７ ７２．６ ５．２

施行者（設立日）
組合

設立Ｓ４７．１．１８
組合

設立Ｓ５３．１２．３
個人Ｓ５５．７．１４

組合Ｓ５６．１０．１４
組合

設立Ｓ６１．２．２１
富士見市

建物移転戸数 ８９／２４２ ９７／２００ ２/１０ ２１／５０ ４／５

仮換地指定（通
知）日

Ｓ４８．２．２０
Ｓ４８．４．２０

Ｓ５６．１．２０ ５５．１２．１６
Ｈ２．７．１１

富勝組第１２３号
Ｓ６３．６．２３

換地処分公告日
Ｓ５３．７．１４

県告示第１０７０号
Ｈ７．１．２７

県告示第１０２号
Ｓ５７．１２．３

県告示第１８１１号
Ｈ２２．４．３０
県告示６７９号

Ｈ５．７．３０
県告示第１１１４号

完了年月日
Ｓ５５．１０．７

県告示第１５３７号
Ｈ１０．３．３１

県告示第４６７号
Ｓ５８．３．３１

県告示第５０２号
Ｈ２３．２．４

県告示１６０号
Ｈ７．３．３１

（特別会計条例廃止）
土地所有者 ６８９人 ２６０人 １５人 ４４６人 ３２人
借地権者 - - - ２人 -
施行前単価（㎡
／円）

62,000 50,000 50,000 98,000 169,282

施行後単価（㎡
／円）

86,625 70,000 90,000 153,000 221,759

計画人口 8,740 4,247 200 7,300 520

現住人口
12,264

(H27.4.30現在丁別人口）
5,168

(H27.4.30現在丁別人口）
584

(H27.4.30現在丁別人口）
12,135

(H27.4.30現在丁別人口）

約240
(H27.4.30現在概数）

                    名称
区分

鶴瀬駅西口 御庵 鶴瀬駅東口 貝塚東 谷ッ合

都市計画決定
Ｈ４．１０．１３

県告示第１３８０号
－

Ｈ１２．４．１１
市告示第１０４号

－ －

事業認可
Ｈ４．１１．２５

市告示第１３５号
Ｈ１２．３．７

県告示第２９８号
Ｈ１２．１２．１４

市告示第２３６号
Ｈ２４．１２．１４

市告示第４４２号
Ｈ２６．６．２４

市告示第３１８号

施行年度 Ｈ４～Ｈ２８ Ｈ１２～Ｈ１３ Ｈ１２～Ｈ３０ Ｈ２４～Ｈ２６ Ｈ２６～２７
施行面積（ha） ２２．５ ０．９４ ４．９ ３．０９ ２．７７

施行者（設立日） 富士見市
組合

設立Ｈ１２．３．１８
富士見市

組合
設立Ｈ２４．１２．２５

組合
設立Ｈ２６．７．２

建物移転戸数 ３５８／５０３ － ９９／１２０ 1／１ －

仮換地指定（通
知）日

Ｈ７．３．３１
富鶴西第３６号

Ｈ１３．４．９

H１７．１．５（８７．９％）
富鶴東第６５号～第６８号

Ｈ１９．２．９（１０．０％）
富鶴東第４９号～第５１号

Ｈ２０．８．１１(２．１％)
富鶴東第１４号～第１７号

Ｈ２５．１．１０
Ｈ２５．１．３１
Ｈ２５．２．１８
Ｈ２６．１．７

Ｈ２６．７．１４
Ｈ２６．９．１７
Ｈ２６．９．２７

Ｈ２６．１０．１５
Ｈ２６．１０．２０
Ｈ２６．１１．４

換地処分公告日 施行中
Ｈ１４．２．５

市告示第１１号
施行中

Ｈ２６．５．２
市告示第２４４号

施行中

完了年月日 施行中
Ｈ１４．３．２９

市告示第６５号
施行中

Ｈ２６．１１．７
市告示第４５９号

施行中

土地所有者 ４７６人 ９人 ６４人 １４人 １６人
借地権者 ６人 - １６人 - -
施行前単価（㎡
／円）

625,000 133,910 313,400 81,900 82,000

施行後単価（㎡
／円）

845,000 208,000 401,600 139,600 130,000

計画人口 2,250 90 1,000 330 100

現住人口
2,426

(H27.4.30現在町会別人口）

約160
(H27.4.30現在概数）

約240
(H27.4.30現在概数）

約100
(H27.4.30現在概数）

0

S４６．３．２３（１５０ha）
県告示第３４７号
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  （土地利用・住宅に関する分析結果による課題） 

 市街化区域内の住居専用系の割合が 95.0％であり、東武東上線沿線 10 市の中で

最も高い割合を示しており、土地区画整理事業の施行や旧暫定逆線引き地区の市

街化区域再編入などにより人口増加の傾向が続いていますが、引き続き住宅に対

するニーズ等を踏まえた良好な住環境の形成が求められます。 

 本市内の商業系・工業系の割合は、県内でも低い割合を示してきましたが、らら

ぽーと富士見の開業により、市内の商業環境は大きく変化しています。この変化

を活かし、引き続き産業系の土地利用についての検討が必要です。 

 本市では、その他の住宅における空き家の実数・割合がともに高い傾向となって

おり、空き家全体の調査を実施した上で、所有者へ調査や、空き家やその跡地の

利活用、特定空き家への対応などを含め、総合的な対策が求められています。 
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（２）将来人口の推計 

(ａ)推計手法別の人口推計結果の比較 

 総合戦略における今後のまちづくりのあり方を検討する上で、基本的な前提条件

の１つとして、市全体の将来人口を推計します。本市では、以下３パターンによ

り推計します。 

 本市では、パターン３を採用し、今後の動向・将来施策等の検討を行います。 
 

図表：推計パターンの概要 

推計パターン 基準年 推計年 

パターン１：国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠（平成 72（2060）年まで） 

 ○主に平成 17（2005）年～22（2010）年の人口の動向を勘案し、

将来の人口を推計 

○移動率（人口に対する移動者の比率）は、今後、全域的に縮小

すると仮定 

○国立社会保障・人口問題研究所の推計は、平成 52（2040）年

までであるが、本推計では、平成 52 年（2040）年の平成 72

（2060）年まで同様の傾向をとるものとして推計 

＜出生に関する仮定＞ 

・原則として、平成 22（2010）年の全国の子ども女性比（15～49

歳女性人口に対する０～４歳人口の比）と、各市町村の子ども

女性比との比をとり、その比が平成 27（2015）年以降 52（2040）

年まで一定として市町村ごとに仮定 

＜死亡に関する仮定＞ 

・原則として、55～59 歳⇒60～64 歳以下では、全国と都道府県

の平成 17（2005）年⇒22（2010）年の生残率（ある年齢（ｘ歳）の

人口が、５年後の年齢（x+５歳）になるまで生き残る確率）の比

から算出される生残率を都道府県内市町村に対して一律に適

用 

・60～64歳⇒65～69歳以上では、上述に加えて、都道府県と市

町村の平成 12（2000）年⇒17（2005）年の生残率の比から算出

される生残率を市町村別に適用 

＜移動率に関する仮定＞ 

・原則として、平成 17（2005）年～22（2010）年の国勢調査（実

績）に基づいて算出された移動率が、平成 27（2015）年～32

（2020）年までに定率で 0.5 倍に縮小し、その後はその値を平

成 47（2035）年～52（2040）年まで一定と仮定 

平成 22

（2010）年 

平成 27（2015）年 

32（2020）年 

37（2025）年 

42（2030）年 

47（2035）年 

52（2040）年 

57（2045）年 

62（2050）年 

67（2055）年 

72（2060）年 

パターン２：日本創成会議の推計に準拠（平成 72（2060）年まで） 

 ○国立社会保障・人口問題研究所の推計をベースに、移動に関

して異なる仮定を設定 

○日本創成会議の推計は、平成 52（2040）年までであるが、本推

計では、平成 52 年（2040）年の平成 72（2060）年まで同様の傾

向をとるものとして推計 

＜出生・死亡に関する仮定＞ 

・パターン１と同様 

＜移動率に関する仮定＞ 

・全国の移動総数が、国立社会保障・人口問題研究所の平成

22（2010）年～27（2015）年の推計値から縮小せずに、平成 47

（2035）年～52（2040）年まで概ね同水準で推移すると仮定。

平成 22

（2010）年 

平成 27（2015）年 

32（2020）年 

37（2025）年 

42（2030）年 

47（2035）年 

52（2040）年 

57（2045）年 

62（2050）年 

67（2055）年 

72（2060）年 
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推計パターン 基準年 推計年 

（国立社会保障・人口問題研究所の推計に比べて、純移動率

（の絶対値）が大きな値となる） 

パターン３：独自推計（修正コーホート要因法：過去特殊開発要因減） 

 ○住民基本台帳人口（８月１日時点）をベースとして、本市独自で

出生や移動の仮定を設けた推計 

＜出生に関する仮定＞ 

・平成 23（2011）年から平成 25（2013）年までの本市の合計特殊

出生率の平均に、国立社会保障・人口問題研究所が推計した

全国の合計特殊出生率仮定値の伸び率を乗じた値を、本市の

将来合計特殊出生率の仮定値として設定 

・平成 22（2010）年から平成 26（2014）年までの住民基本台帳に

おける本市の新生児の出生性比（女児数／男児数）の平均値

が将来も続くと仮定 

＜死亡に関する仮定＞ 

・パターン１と同様 

＜移動率に関する仮定＞ 

・基準年である平成 27（2015）年までの直近５年間における１歳

階級別の社会動態から過去の特殊開発要因増を減じたものを

純移動率として推計 

平成 27

（2015）年 

平成 27（2015）年 

32（2020）年 

37（2025）年 

42（2030）年 

47（2035）年 

52（2040）年 

57（2045）年 

62（2050）年 

67（2055）年 

72（2060）年 

参考：内閣官房「『地方人口ビジョン』及び『地方版総合戦略』の策定に向けた人口動向分析・将来人口推計について」 

 

図表：パターンごと及び人口の将来展望の推計比較 

（注）平成22年以前は、埼玉県統計課「町（丁）字別人口調査」 
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パターン１：国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠

パターン２：日本創成会議の推計に準拠

パターン３：独自推計（修正コーホート要因法：過去特殊開発要因減）

人口の将来展望による推計
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(ｂ)パターン３：独自推計による推計 

①推計方法 

 独自推計による人口推計は、「修正コーホート要因法」に基づき推計を行います。

推計で使用する生残率等の数値は、国立社会保障・人口問題研究所が国勢調査の

実施年に合わせて発表する５年間ごとの数値であるため、本推計では、コーホー

ト要因法を５年間の推計に適合するように修正し、利用します。 

 コーホート要因法とは、ある期間において、コーホート（同期間に生まれた人々

の集団）が、期間の始めと終わりで集団規模が変化する要因を、自然動態（出生・

死亡による増減）と社会動態（転入・転出による増減）のそれぞれ要因別に分け

て推計し、将来の人口を推計する方法です。 

 具体的には、人口を男女別・年齢別に区分し、別途設定された男女別・年齢別の

生残率によって、翌年の１歳年長の人口を求め、同じ操作を繰り返し、将来人口

を推計します。 

 新たに出生する人口は、女性の年齢別出生率と出生性比を年齢別の女性人口に乗

じて、男女別出生数を求めた上で、出生時人口から０歳時人口への生残率を乗じ

て０歳人口を算出します。 

 修正コーホート要因法により人口を推計するためには、基準年の年齢別人口のほ

か、本市における将来の男女別・５歳階級別の生残率、女性の５歳階級別出生率

等の多くの副次的調査や要因分析が必要となるため、本調査では、近似値として

以下の数値を使用します。 

 

女性５歳階級別出生率：国立社会保障・人口問題研究所が発表している全国の合

計特殊出生率仮定値（平成 24 年１月推計）を過去の全国と本市の合計特殊出生

率増減率で補正した値 

  

 人口推計のフローは以下図表のとおりです。 

 基準人口は、直近の人口増加状況を反映させるため、平成 27（2015）年８月１日

現在の本市の住民基本台帳人口とします。国立社会保障・人口問題研究所による

人口推計で用いられている仮定値や本市の自然動態・社会動態に関する直近デー

タから算出した仮定値により、平成 27（2015）年から平成 72（2060）年までの

人口推移を推計します。 

 本市では平成 22（2010）年から平成 27（2015）年までの直近の人口増加が極め

て大きく、この人口増加率を純移動率としてそのまま設定できないことから、つ

るせ台地区や水子地区などにおける特殊開発要因による人口増加を減じた値を

純移動率として設定しています。 
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図表：人口推計のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①富士見市の基準年人口
（ｔ年：平成27年８月１日現在
の男女別・各歳別人口）

推計の仮定値

推計結果

④年齢５歳以上の男女別各歳
別の推計人口（ｔ＋５年）

③男女別各歳別の純移動率（過去
特殊開発要因増を除外）

②富士見市の男女別５歳階級別の
将来生残率を各歳別に組換え

⑤女性５歳階級別の推計人口
（ｔ＋５年）（15歳～49歳）

⑥国立社会保障・人口問題研究所の
合計特殊出生率仮定値に基づく補正

⑦０～４歳児の男女性比

⑧０～４歳の男女別推計人口
（ｔ＋５年）

⑨男女別各歳別の推計人口
（ｔ＋５年）
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②人口推計結果 

 本市の独自推計結果を見ると、平成 32（2020）年をピークに、以降は人口減少段

階に入るものと見込まれます。平成 27（2015）年８月１日現在の人口 109,753 人

と比較すると、10 年後の平成 37（2025）年には 109,720 人とほぼ横ばいですが、

20 年後の平成 47（2035）年には 107,530 人と 2,223 人減（約 2.0％減）、30 年後の

平成 57（2045）年には 5,398 人減（約 4.9％減）、平成 72（2060）年には 11,939

人減（約 10.9％減）になると見込まれます。 

 

図表：４区分別人口推計結果（平成 72（2060）年まで） 

平成22
（2010）年

平成27
（2015）年

平成32
（2020）年

平成37
（2025）年

平成42
（2030）年

平成47
（2035）年

平成52
（2040）年

平成57
（2045）年

平成62
（2050）年

平成67
（2055）年

平成72
（2060）年

総数 107,150 109,753 110,108 109,720 108,801 107,530 105,990 104,355 102,609 100,409 97,814

0～14歳 14,828 14,662 13,874 13,189 12,610 12,640 12,680 12,421 11,949 11,421 11,005

15～64歳 71,044 69,464 69,305 69,812 69,251 66,317 62,341 60,321 59,144 58,633 57,593

65～74歳 13,708 14,854 12,915 10,353 10,704 13,403 15,858 14,803 12,344 10,925 10,643

75歳以上 7,570 10,773 14,014 16,366 16,236 15,170 15,111 16,810 19,172 19,430 18,573

0～14歳 13.8% 13.4% 12.6% 12.0% 11.6% 11.8% 12.0% 11.9% 11.6% 11.4% 11.3%

15～64歳 66.3% 63.3% 62.9% 63.6% 63.6% 61.7% 58.8% 57.8% 57.6% 58.4% 58.9%

65～74歳 12.8% 13.5% 11.7% 9.4% 9.8% 12.5% 15.0% 14.2% 12.0% 10.9% 10.9%

75歳以上 7.1% 9.8% 12.7% 14.9% 14.9% 14.1% 14.3% 16.1% 18.7% 19.4% 19.0%

構成比

実数

14,828 14,662 13,874 13,189 12,610 12,640 12,680 12,421 11,949 11,421 11,005

71,044 69,464 69,305 69,812 69,251 66,317 62,341 60,321 59,144 58,633 57,593

13,708 14,854 12,915 10,353 10,704 13,403 15,858 14,803
12,344 10,925 10,643

7,570 10,773 14,014 16,366 16,236 15,170 15,111 16,810
19,172 19,430 18,573

107,150 109,753 110,108 109,720 108,801 107,530 105,990 104,355 102,609 100,409 97,814
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③人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察 

 以上で整理したように、総人口も平成 32（2020）年をピークに減少し、次代を担

う年少人口は平成 27（2015 年）をピークに減少し、生産年齢人口は平成 37（2025）

年でいったん増加するものの、おおむね減少傾向にあります。一方、75 歳以上人

口は増減を繰り返しつつ、平成 67（2055）年には現在の 1.8 倍となります。 

 各人口構成の変化により想定される影響は、以下図表のとおりです。全般的には

総人口の減少による市内経済活力の減退や、年少人口の減少による子育て・教育

関連施設の余剰、生産年齢人口の減少による個人市民税の減少、社会保障費の増

加や介護・医療関連施設ニーズのひっ迫、空き家の増加などが懸念されます。 

 

図表：各人口構成の変化による想定される影響 

各人口構成の変化 影響（想定） 

総人口の減少 

市内経済活力全体にマイナスの影響が想定
される 

主に年間商品販売額等に関連しており、市内
消費の規模を小さくする影響が想定される 

空き家の増加が想定される 

年少人口の減少 
社会保障費（児童関連）は減少が想定される 
子育て関連施設や小中学校等の学校教育施

設において、空き教室等の発生が想定される 

生産年齢人口の減少 

市内経済活力全体にマイナスの影響が想定
される 

担税力の中心である生産年齢人口が減少す
ることによる個人市民税の減少が想定される 

老年人口（特に 75 歳以上人口）
の増加 

社会保障費（介護等）は著しい増加が想定さ
れる 

介護・医療関連ニーズの増加による施設のひ
っ迫が想定される 

 

(ｃ)将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

 将来人口の推計パターンのうち、パターン３を基礎として、以下のシミュレーシ

ョンを行い、将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度を分析します。 

 シミュレーション１は、人口移動に関する仮定をパターン３（独自推計）と同じ

として、出生に関する仮定のみを変えています。シミュレーション１による平成

52（2040）年・平成 72（2060）年の総人口を、パターン３（独自推計）による平

成 52（2040）年・平成 72（2060）年の総人口で割ることで得られる数値は、仮

に出生率が人口置換水準まで上昇したとした場合、20 年後・40 年後の人口がど

の程度増加するかを示し、この値が大きいほど出生の影響度が大きい（現在の出

生率が低い）ことを意味します。 

 シミュレーション２は、出生の仮定をシミュレーション１と同じとして、人口移

動に関する仮定のみを変えているものであり、シミュレーション２による平成 52

（2040）年・平成 72（2060）年の総人口を、シミュレーション１による平成 52

（2040）年・年平成 72（2060）年の総人口で割ることで得られる数値は、仮に人
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口移動がないと仮定した場合、20 年後・40 年後の人口がどの程度増減したもの

になるのかを表し、この値が大きいほど人口移動の影響度が大きい（現在の転出

超過が大きい）ことを意味します。 

 

図表：シミュレーションの概要 

シミュレーションの概要 基準年 推計年 

シミュレーション１ 

 ○合計特殊出生率が平成 42（2030）年までに人口置換

水準の 2.1 まで上昇すると仮定 
平成 27（2015）年 平成 28（2016）年

～72（2060）年 

シミュレーション２ 

 ○合計特殊出生率が平成 42（2030）年までに人口置換

水準の 2.1 まで上昇し、かつ移動（純移動率）がゼロ

（均衡）で推移すると仮定 

平成 27（2015）年 平成 28（2016）年

～72（2060）年 

参考：内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局「『地方人口ビジョン』及び『地方版総合戦略』の策定に向けた 

人口動向分析・将来人口推計について」（平成 26 年 10 月 20 日） 

 

○自然増減の影響度 

・シミュレーション１の平成52（2040）年または平成72（2060）年の総人口／パターン３の平成52（2040）年ま

たは平成72（2060）年の総人口の数値に応じて、以下の５段階に整理 

「１」＝100％未満、「２」＝100～105％、「３」＝105～110％、「４」＝110～115％、「５」＝115％以上の増加 

○社会増減の影響度 

・シミュレーション２の平成52（2040）年または平成72（2060）年の総人口／シミュレーション１の平成52

（2040）年または平成72（2060）年の総人口の数値に応じて、以下の５段階に整理 

「１」＝100％未満、「２」＝100～110％、「３」＝110～120％、「４」＝120～130％、「５」＝130％以上の増加 

図表：シミュレーションに基づく自然増減・社会増減の影響度分析（総人口） 

115,117
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（2060）年

シミュレーション１ シミュレーション２ パターン３
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 平成 52（2040）年の総人口をパターン３と比較すると、シミュレーション１（出

生率 2.1 まで上昇）の総人口は 115,117 人（9,127 人増）、シミュレーション２（出

生率 2.1 まで上昇、人口移動均衡）の総人口は 110,843 人（4,853 人増）となって

います。 

 平成 72（2060）年の総人口をパターン３と比較すると、シミュレーション１（出

生率 2.1 まで上昇）の総人口は 123,616 人（25,802 人増）、シミュレーション２（出

生率 2.1 まで上昇、人口移動均衡）の総人口は 104,667 人（6,853 人増）となって

います。 

 

図表 自然増減・社会増減の影響度の分析 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の

影響度 

○シミュレーション１の平成 72（2060）年推計人口：123,616 人 

○パターン３の平成 72（2060）年推計人口：97,814 人 

→123,616 人／97,814 人＝126.4％ 

５ 

社会増減の

影響度 

○シミュレーション２の平成 72（2060）年推計人口：104,667 人 

○シミュレーション１の平成 72（2060）年推計人口：123,616 人 

→104,667 人／123,616 人＝84.7％ 

１ 

 

 以上の分析から、本市は、全体では転入超過で推移しているため、社会増減を均

衡させると、人口減少の影響が大きくなります。このため、自然増減の影響が大

きく、出生率増加に向けた出産・子育てしやすい環境づくりが重要となります。 

 社会増減は、近年５年間（平成 22（2010）年～平成 26（2014）年）の純移動数

（合計）を整理すると、全体では転入超過で推移していますが、０～14 歳、35

～49 歳の転出超過が目立っています。これらの年齢層の転出超過を減らす取り組

みも人口減少に歯止めをかけるためには重要となります。 

 

 

  （将来人口推計結果による課題） 

 次代を担う年少人口や生産年齢人口が減少するため、子どもを産み育てやすい環

境を構築し年少人口を増やすことや、子育て世帯をはじめとする勤労世帯に選ば

れる魅力的なまちづくりを行うことで生産年齢人口の維持・拡大を図ることが求

められます。 

 特に 75 歳以上人口が今後増加していくため、安心・安全な医療・介護体制の構

築や健康寿命延伸の取り組みなどが喫緊の課題となっています。 
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（３）結婚・出産・子育て、転入・転出の意向 

(ａ)結婚・出産・子育て意向 

 結婚・出産・子育てアンケート調査回答者 706 人のうち、464 人（65.7％）が結

婚しています。 

 

図表：現在の結婚有無 

65.7 5.4 27.5 1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

n=

結婚している（※入籍していない、事実婚を含む）

結婚したことはあるが、離（死）別した

結婚していない

無回答

706

 

 

 離別した・結婚していない回答者 232 人のうち、165 人（71.1％）がいずれは結

婚したいという希望を持っています。 

 

図表：今後の結婚希望 

12.5 58.6 22.8 6.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

n=

すぐにでも結婚したい いずれは結婚したい 結婚したくない 無回答

232

 

 離別した・結婚していない回答者 232 人のうち、25～29 歳で結婚したい回答者は

66 人（28.4％）、30～34 歳で結婚したい回答者は 35 人（15.1％）となっています。 

 

図表：今後の結婚希望 

0.4 

3.4 28.4 15.1 7.3 6.0 4.7 27.2 7.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

n=

１９歳以下 ２０～２４歳 ２５～２９歳

３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳

４５歳以上 結婚したくない・わからない 無回答

232
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 離別した・結婚していない回答者 232 人のうち、結婚していない・結婚したくな

い理由として最も多い回答が「適当な相手にまだめぐり会わない」で 263 点、次

いで、「結婚する必要性をまだ感じないから」151 点、「独身の自由さや気楽さを

失いたくないから」131 点などと続いています。 

 

図表：結婚していない・結婚したくない理由 
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結婚するにはまだ若すぎるから
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今は、趣味や娯楽を楽しみたいから

結婚資金（挙式や新生活の準備の

ための費用）が足りないから

親や周囲が結婚に同意しない（だろう）から

結婚生活のための住居にめどがたたないから

その他

(点)
最大の理由 第二の理由 第三の理由

n=232

 

 

 結婚・出産・子育てアンケート調査回答者 706 人のうち、509 人（72.1％）が結

婚のための行政支援の必要性を感じています。 

 

図表：結婚のための行政支援の必要性 

14.0 53.8 18.3 8.9 2.5 2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

n=

結婚は個人の問題なので、行政である富士見市が支援策を実施するのはおかしい
結婚は個人の問題であるものの、行政である富士見市が支援策を実施しても構わない
結婚しない人が増えれば、少子化が進み、まちの活力が低下するので、行政である富士見市が積極的に支援策を実施すべきである
わからない
その他
無回答

706
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 結婚のための行政支援の必要性を感じている回答者 509 人のうち、望ましい行政

支援メニューとして最も多い回答が、「出会いの場の提供」で 246 人（48.3％）、

次いで、「経済的支援」186 人（36.5％）などと続いています。 

 

図表：望ましい行政支援メニュー 

48.3 

36.5 

32.0 

31.2 

13.9 

4.7 

0.8 

0 10 20 30 40 50 60

イベントを開催し、結婚したい

男女に出会いの場を提供する

結婚したｶｯﾌﾟﾙに対し､一定期間､

結婚生活を支援するための助成や

貸付などの経済的支援を行う

結婚したｶｯﾌﾟﾙに対し､一定期間､

住宅支援(住宅ﾛｰﾝの支援など)を行う

結婚したいｶｯﾌﾟﾙの経済的基盤の

確立を支援するため､富士見市内での

雇用の場を作るよう企業誘致を行う

結婚を希望する男女の悩みや相談を

受け付け、必要なアドバイスを行う

その他

無回答

(%)

n=509

 

 

 子どもがほしい意向のある回答者 630 人のうち、現在の子どもの人数や予定して

いる子どもの人数と理想の人数を比較したところ、「理想より少ない」が最も多

く 288 人（45.7％）となっています。 

 

図表：現在の子どもの人数または予定している子どもの人数と理想の人数との比較 

3.2 39.4 45.7 11.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

n=

多い 同じ 少ない 無回答

630

 

 

 「現在の子どもの人数や予定している子どもの人数と比較し、理想の子供の数が

少ない」との回答者 288 人のうち、少ない理由として最も多い回答が「子育てや

教育にお金がかかりすぎるから」で 174 人（56.3％）となっています。 
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図表：現在の子どもの人数または予定している子どもの人数が理想の人数に比べ少ない理由 
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家が狭いから
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健康上の理由から

自分や夫婦の生活を大切にしたいから

夫の家事・育児への協力が得られないから
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子どもがのびのび育つ環境ではないから

末子が夫の定年退職までに成人してほしいから

その他

無回答

(%)

n=288

 
 

 結婚・出産・子育てアンケート調査回答者 706 人のうち、今後充実させるべき出

産支援として最も多い回答が「健診分娩費用の助成や貸付などの経済的支援」で

321 人（45.5％）、次いで、「出産祝い金の支給」312 人（44.2％）などと続いてい

ます。 

図表：今後充実させるべき出産支援 

45.5 

44.2 

31.9 

26.8 

23.2 

19.7 

17.1 

16.3 

14.0 

13.6 

9.1 

6.9 

2.3 

0 10 20 30 40 50

妊婦の健康診査費用や分娩費用の負担を軽減

するための、助成や貸付などの経済的支援

出産祝い金（一時金）の支給

不妊治療費用の負担を軽減するための

助成や貸付などの経済的支援

妊娠・出産に関して、富士見市内で利用

できる各種ｻｰﾋﾞｽの総合的な情報提供体制

産前・産後の賃金保障

妊娠・出産に関する悩みや相談を

気軽に話せる場所や人

産婦人科や助産院など出産の

ための受入れ施設の数

産前・産後の休業制度

出産を控えた親たちが気軽に

集い、交流できる場所

妊娠期間中の家事や育児の負担を

軽減するための人的支援

出産前に行われる育児講座・

セミナーの回数や内容

その他

無回答

(%)

n=706
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 結婚・出産・子育てアンケート調査回答者 706 人のうち、240 人（34.0％）が不

安であると回答しています。 

 

図表：市内における子育てに関する不安 

19.3 25.8 24.5 9.5 18.7 2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

n=

不安はない どちらかといえば不安はない

どちらかといえば不安である 不安である

わからない 無回答

706

 

 

 子育てが不安であると回答した 240 人のうち、不安の具体的内容として最も多い

回答が「保育所や放課後児童クラブへの入所・入室」で 115 人（47.9％）、次いで、

「子どもを安心して遊ばせることのできる場所が少ない」78 人（32.5％）、「周辺

の生活環境」74 人（30.8％）などと続いています。 

 

図表：子育ての不安の具体的内容 

47.9 

32.5 

30.8 

27.1 

17.9 

8.8 

3.3 

21.3 

0.4 

0 10 20 30 40 50 60

子どもが保育所や放課後児童ｸﾗﾌﾞなどに

入所・入室ができるか不安であること

近所に子どもを安心して遊ばせる

ことができる場所が少ないこと

歩道が狭い、緑が少ないなど、住まい

周辺の生活環境がよくないこと

富士見市内で利用できる子育て支援

サービスの内容がよくわからないこと

子育てに関する悩みや相談を気軽に

話せる場所や人が少ないこと

近くに小児科のある病院が少ないこと

私立の小・中学校がないこと

その他

無回答

(%)

n=240

 
 

 結婚・出産・子育てアンケート調査回答者 706 人のうち、子育て支援に対して効

果の高い取り組みとして最も多い回答が「子どもを犯罪から守る対策」で 535 人

（75.8％）、次いで、「小・中学校の教育環境の充実」529 人（74.9％）、「安心して

遊ばせることのできる場」528 人（74.8％）、「待機児童の解消及び延長保育の拡

充」523 人（74.1％）などと続いています。 
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図表：子育て支援の取り組みの効果 

54.5 

47.5 

44.6 

41.5 

38.4 

40.1 

33.7 

19.3 

17.6 

19.7 

40.2 

30.7 

46.9 

29.3 

47.9 

41.2 

35.6 

45.3 

47.7 

53.8 

19.5 

26.6 

29.2 

28.9 

31.7 

33.9 

34.4 

39.4 

36.0 

43.2 

24.4 

30.2 

22.5 

21.0 

19.7 

33.7 

27.2 

28.0 

27.1 

22.0 

3.5 

4.4 

7.1 

6.1 

6.4 

10.6 

7.5 

17.4 

19.1 

14.4 

9.5 

14.6 

7.9 

15.9 

9.9 

10.1 

10.9 

12.6 

10.1 

10.3 

3.7 

3.7 

5.8 

8.8 

6.5 

3.7 

3.1 

5.5 

7.5 

4.8 

7.9 

8.8 

4.1 

16.7 

9.1 

2.7 

6.5 

7.2 

8.9 

4.5 

16.9 

16.4 

11.3 

13.3 

15.2 

10.2 

19.7 

16.6 

18.1 

15.7 

16.3 

14.0 

16.9 

15.9 

12.2 

10.8 

18.0 

5.4 

5.1 

7.9 

1.8 

1.4 

2.0 

1.4 

1.8 

1.6 

1.6 

1.8 

1.7 

2.1 

1.7 

1.7 

1.7 

1.3 

1.3 
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１）保育所の待機児童の解消

２）保育所の時間外保育

（延長保育）の拡充

３）子どもを一時的に預け

られる施設の拡充

４）親が病気の時に子どもを

預けられる施設の拡充

５）病児・病後児の保育の

受け入れ施設の拡充

６）小児科などの医療施設の拡充

７）放課後児童クラブの

預かり時間の延長

８）子育てに関する悩みや相談を

話せる場や人の拡充

９）地域全体で子育て家庭を

見守る意識の啓発

10）子育て支援に関する総合的な

情報提供体制の拡充

11）企業における社員の

育児休暇の取得促進

12）夫の家事・育児への参加の促進

13）保育所の保育料の軽減

14）塾や習いごとの費用の軽減

15）高校や大学などの進学に

かかる費用の軽減

16）小・中学校の教育環境の充実

17）安価で良質な住宅の供給

18）子どもが安全に通行

できる道路の整備

19）子どもを安心して遊ばせる

ことができる場の拡充

20）子どもを犯罪から守る

ための対策の拡充

n=

効果が高い どちらかというと効果が高い

どちらかというと効果が低い 効果が低い

わからない 無回答

706
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(ｂ)転入者・転出者の意向 

 年齢構成を比較すると、転入者は 30 代が 37.7％と最も多いのに対し、転出者は

20 代が 32.4％と最も多くなっています。 

 

図表：年齢構成（上：転入者・下：転出者） 

0.5 26.3 37.7 17.1 7.2 7.2 4.0 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

n=

10歳代 20歳代 30歳代 40歳代

50歳代 60歳代 70歳以上 無回答

403

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 転入前と転入後の住宅の住居形態を比較すると、民間の借家の割合が大きく転入

前 48.1％、転入後 48.4％とほぼ横ばいになっています。 

 持ち家（一戸建）が転入前 16.1％から転入後 27.8％と 11.7 ポイント増加していま

す。 

 

図表：転入前・転入後の住居形態 

16.1 

27.8 
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3.5 

2.2 

48.1 

48.4 
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3.5 

8.9 
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10.9 
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0.0 

0.5 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①転入前の住宅

②転入後の住宅

n=

持ち家（一戸建て） 持ち家（分譲マンションなど）
民間の借家（一戸建） 民間の借家（マンション・アパートなど）
公営・公団・公社の借家 社宅・寮・官舎
家族所有の住宅 その他
無回答

403

 
 

 引越しのきっかけを比較すると、「仕事上の都合」や「住宅の都合」は同じ順番

ですが、３番目に多い理由が異なり、転入者は「親族との近居・同居」、転出者

は「結婚」となっています。 

3.7 32.4 29.6 18.5 7.4 

3.7 

4.6 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

n=

10歳代 20歳代 30歳代 40歳代

50歳代 60歳代 70歳以上 無回答

108
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図表：引越しのきっかけ（上：転入者・下：転出者） 
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転勤・転職・退職など）

住宅の都合（持家の購入・相続、

賃貸住宅の住み替えなど）

親族との近居・同居（親・

兄弟姉妹との近居・同居など）

結婚

よりよい生活環境を求めた（交通・買い物の

利便性、治安、医療・介護環境など）

子どもの誕生

よりよい子育て・教育環境を求めた

家族人数の変化（家族の

独立、離婚・死別など）

学校上の都合（進学・転校など）

その他

無回答

(%)

n=403
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住宅の都合（持家の購入・相続、

賃貸住宅の住み替えなど）

結婚

よりよい生活環境を求めた（交通・買い物の

利便性、治安、医療・介護環境など）

親族との近居・同居（親・

兄弟姉妹との近居・同居など）

学校上の都合（進学・転校など）

子どもの誕生

よりよい子育て・教育環境を求めた

家族人数の変化（家族の

独立、離婚・死別など）

その他

無回答

(%)

n=108

 

 

 住まいを決める上で重視した点を比較すると、転入者は「家賃や住宅の価格が手

ごろである」ことを、転出者は「通勤・通学の利便性が高い」ことを最も重視し

ています。２番目に重視していることは、それぞれ逆転しており、転入者は「通

勤・通学の利便性が高い」こと、転出者は「家賃や住宅の価格が手ごろであるこ

と」となっています。 
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図表：住まいを決める上で重視した点（転入者） 
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図表：住まいを決める上で重視した点（転出者） 
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  （結婚・出産・子育て、転入・転出意向による課題） 

 結婚のための望ましい行政支援メニューとして「出会いの場の提供」や「経済的

支援」などが高い割合となっており、結婚に向けた出会いの場の提供や経済的支

援の検討が求められています。 

 今後充実させるべき出産支援として「健診分娩費用の助成や貸付などの経済的支

援」や「出産祝い金の支給」などが高い割合となっており、出産に向けた経済的

支援の検討が求められています。 

 子育て支援に対して効果の高い取り組みとして「子どもを犯罪から守る対策」や

「小・中学校の教育環境の充実」、「安心して遊ばせることのできる場」、「待機児

童の解消及び延長保育の拡充」などが高い割合となっており、子どもに対する犯

罪被害の防止対策や小・中学校の教育環境向上に向けた取り組み、遊び場の確保

などの検討が求められています。 

 引越しのきっかけでは、「仕事上の都合」や「住宅の都合」が高い割合となって

います。３番目に高い割合が異なり、転入者は「親族との近居・同居」、転出者

は「結婚」となっています。転入者の確保に向けては、親族との近居・同居を検

討する転入者に対する経済的支援などを検討する必要があります。 

 住まいを決める上で重視した点を比較すると、転入者・転出者ともに「家賃や住

宅の価格が手ごろである」ことと「通勤・通学の利便性が高い」ことを重視して

います。住宅を購入する転入者への経済的支援の検討や、東武東上線沿線各市や

東京メトロ副都心線沿線各市区の就労者などをはじめとして、本市の積極的周知

を図る必要があります。 
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（４）今後の取組課題 

(ａ)結婚・出産・子育てに関する切れ目のない支援  

 結婚に向けた出会いの場の提供や就労支援も含めた経済的支援の検討、妊娠・出

産に向けた経済的支援の検討が求められます。 

 子育て世代への支援として、待機児童の解消や延長保育の拡充、子どもを犯罪か

ら守る対策の充実や小・中学校の教育力向上に向けた取り組みなど子どもの成長

過程に応じた支援が求められます。 

 結婚から妊娠、出産、子育てまでの切れ目のない支援により、安心して子育てで

きる環境を整える必要があります。 

 

(ｂ)高齢者人口の増加に対応する健康寿命の延伸に向けた取り組み、医療・介護体制の整備 

 今後も継続的に増加傾向が見込まれる 75 歳以上の世代については、健康寿命の

延伸や医療・介護体制の整備促進が必要となります。 

 

(ｃ)住んでみたい、住み続けたいと思われる取り組み 

 転入者の増加に向けては、生産年齢人口・年少人口の増加に繋がる子育て世帯の

ニーズを把握し、そのニーズに合致した取り組みを展開していくことが求められ

ます。 

 近年５年間で本市が転入超過となっている自治体は、板橋区や練馬区、朝霞市、

新座市、志木市となっており、本市のシティプロモーションを行う際の対象住民

として、積極的に周知を図る必要があります。 

 転入者の確保に向けては、住宅を購入する転入者への経済的支援の検討や、親族

との近居・同居を検討する転入者に対する経済的支援などを検討する必要があり

ます。 

 

 (ｄ)産業の活力向上に向けた取り組み 

 良好な住宅都市を支える基盤となる飲食サービス業、不動産業、教育，学習支援

業などの生活支援型産業の創業・育成等を支援する必要があります。 

 平成 24（2012）年時点の事業所当たり年間商品販売額はいずれも東武東上線沿線

市で最も低い状況にあります。事業所当たりの年間商品販売額の増加に向けて、

個店の魅力向上や付加価値向上が求められます。 

 ららぽーと富士見の開業により多くの方が訪れており、本市の魅力をＰＲし、情

報発信していく機会となっています。観光等のニーズも踏まえながら、本市の地

域資源の創出・活用を検討していくことなどが求められます。 

 首都近郊農業として都市農業を継続し就業の場としていくためには、担い手への

支援とともに、農業収入の向上に向けた取り組みが重要です。 
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(ｅ)利便性の高い良好な住宅環境の形成と魅力向上につながる土地利用の推進 

 東武東上線の他社線との相互直通運転が開始したことによる交通利便性の向上

や数多くの土地区画整理事業の実施が近年の大幅な人口増加につながっており、

引き続き住宅に対するニーズ等を踏まえ、良好な住環境を形成していく必要があ

ります。 

 本市では、空き家のなかでも、「その他の住宅」の実数・割合がともに高い傾向

となっており、空き家の利活用や特定空き家への対応など総合的な対策が求めら

れています。 

 ららぽーと富士見の開業により雇用の拡大が図られていますが、定住化の促進に

向けては良好な住環境とともに、さらなる「仕事」の創出も必要です。産業系・

教育機関等の立地誘導を引き続き推進していく必要があります。 
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（５）人口の将来展望 

(ａ)将来展望人口の設定に向けた推計の要件 

 本市の将来展望人口の設定に向けた要件は以下のとおりです。 

 現在、団塊ジュニア世代の出生数の割合が高く、15～34 歳において転入超過の傾

向があることから、合計特殊出生率も上昇傾向となっていますが、今後人口減少

により合計特殊出生率も減少傾向に入ることが想定されます。国のまち・ひと・

しごと創生「長期ビジョン」において「若い世代の希望が実現すると、出生率は

1.8 程度に向上する」と示されていることから、総合戦略の取り組みの中で、結

婚・出産・子育てに関する切れ目のない支援を行い、結婚・出産の希望をかなえ

ることで、平成 72（2060）年に合計特殊出生率 1.8 を達成することとします。 

 移動率については、総合戦略の取り組みにより過去の特殊開発要因増を除いた現

在の転入・転出傾向が持続可能なものとなるように推計要件を設定しています。 

 

図表：推計要件の概要 

推計要件 基準年 推計年 

将来展望人口の設定：独自推計（修正コーホート要因法：合計特殊出生率 1.8 目標、過去特殊開発要因減） 

 ○住民基本台帳人口（８月１日時点）をベースとして、本市独自に

出生や移動の仮定を設けた推計 

＜出生に関する仮定＞ 

・平成 26（2014）年の合計特殊出生率 1.35 を起点として、平成

72（2060）年に合計特殊出生率が 1.8 となるよう、定率で増分を

設定 

・平成 22（2010）年から平成 26（2014）年までの住民基本台帳に

おける本市の新生児の出生性比（女児数／男児数）の平均値

が将来も続くと仮定 

＜死亡に関する仮定＞ 

・パターン１と同様 

＜移動率に関する仮定＞ 

・基準年である平成 27（2015）年までの直近５年間における１歳

階級別の社会動態から過去の特殊開発要因増を減じたものを

純移動率として推計 

平成 27

（2015）年 

平成 27（2015）年 

32（2020）年 

37（2025）年 

42（2030）年 

47（2035）年 

52（2040）年 

57（2045）年 

62（2050）年 

67（2055）年 

72（2060）年 

参考：内閣官房「『地方人口ビジョン』及び『地方版総合戦略』の策定に向けた人口動向分析・将来人口推計について」 

 

(ｂ)将来展望人口の結果 

 本市の将来展望人口結果を見ると、平成 37（2025）年をピークに、以降はゆるや

かな人口減少段階に入るものと見込んでいます。平成 27（2015）年８月１日現在

の人口 109,753 人と比較すると、10 年後の平成 37（2025）年には 110,383 人（パ

ターン３推計より 663 人増）、20 年後の平成 47（2035）年には 109,572 人（パタ

ーン３推計より 2,042 人増）と 181 人減（約 0.2％減）、30 年後の平成 57（2045）

年には 1,287 人減（約 1.2％減：パターン３推計より 4,111 人増）、平成 72（2060）

年には 2,323 人減（約 2.1％減：パターン３推計より 9,616 人増）になると見込ん

でいます。 
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 次代を担う年少人口は、平成 27（2015）年と比較し、平成 72（2060）年には 1,061

人増（約 7.2％増：パターン３推計より 4,718 人増）となると見込んでいます。ま

た、生産年齢人口は、平成 27（2015）年と比較し、平成 72（2060）年には 6,973

人減（約 10.0％減：パターン３推計より 4,898 人増）となると見込んでいます。 

 老年人口のうち 65～74 歳までの人口は、平成 27（2015）年以降は減少すること

が見込まれていますが、平成 52（2040）年には本市人口第１のボリュームゾーン

である団塊ジュニアが 65 歳となる影響から、15,858 人と増加に転じ、その後は

減少傾向に入ります。 

 老年人口のうち 75 歳以上の人口は、本市の第２のボリュームゾーンである団塊

世代・第１のボリュームゾーンである団塊ジュニア世代の影響を受け、平成 37

（2025）年をピークに減少、再度平成 67（2055）年をピークとして増減を繰り返

します。平成 67（2055）年には 75 歳以上人口が 19,430 人と、平成 27（2015）年

と比較し 8,657 人増（約 180.3％増）が見込まれています。 

 パターン３の推計と比較すると、平成 72（2060）年に合計特殊出生率が 1.8 にな

るとしているため、年少人口や生産年齢人口に一定の改善傾向が見込まれます。 

 次代を担う年少人口や生産年齢人口が減少するのに対し、子どもを産み育てやす

い環境を構築し年少人口を増やすことや選ばれるまちづくりを進めることで生

産年齢人口の維持・拡大を図ると同時に、超高齢社会の進展のなかで、高齢者が

健康で生き生きと生活できる地域社会をどうつくるかが喫緊の検討課題となっ

ています。 

 

図表：４区分別目標人口推計結果（平成 72（2060）年まで） 
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第３章 総合戦略について 

（１）今後の取組課題と総合戦略の基本目標について 
  

 本市の人口ビジョンの分析では、近年の自然動態と社会動態が増加しているととも

に、合計特殊出生率が直近３年間の平均で 1.34 と埼玉県内としては高い出生率と

なっていることなどから人口は微増を続けています。 
 

 人口ビジョンの独自推計（パターン３）では、０～14 歳以下の人口は、今後減少す

ると見込んでいることから、本市における人口減少に歯止めをかけるため、子育て

世代に選ばれるような良好な住環境の形成や、結婚・出産・子育ての切れ目のない

支援をさらに充実していく必要があります。 

また、75 歳以上の人口は、ピーク時に現在の約２倍になると推計していることから、

健康寿命の延伸に向けた取り組みや、医療・介護体制のさらなる充実を図っていく

必要があります。 
 

 本市は、首都近郊のベッドタウンとして発展してきましたが、平成 27 年４月に開

業したららぽーと富士見により、市内の商業や雇用を巡る環境は大きく変化しまし

た。この大きな変化をさらなる発展の好機と捉え、シティゾーンや水谷柳瀬川地区

における産業系などの土地利用を推進するなどにより、本市の新たな魅力を向上さ

せていくとともに、市内で「仕事」を創出する必要があります。 
 

 その一方で、本市には多くの農地や水と緑が残されていることから、豊かで貴重な

自然は保全・活用していくほか、生産地と消費地が隣接する恵まれた立地条件を活

かし、本市の農業が魅力ある産業として確立していくように支援を進めていきます。 
 

 上記の取組課題を踏まえ、「人」にあたたかい富士見市・「暮らし」にやさしい富士

見市・「仕事」をつくる富士見市の３つを基本目標として掲げます。 

「しごと」と「ひと」の好循環をつくり、子育て支援などの取り組みと併せること

で、住んでみたい、住み続けたいと思われる「まち」を目指し、「キラリと輝く」

富士見市であり続けるための中・長期的な成長戦略としての「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」を策定します。 
 

図表：今後の取組課題と総合戦略の基本目標との関係 

（C）

（B）

「人」にあたたかい富士見市

「暮らし」にやさしい富士見市

「仕事」をつくる富士見市

（c） 住んでみたい、住み続けたいと思われる取り組み

（d） 産業の活力向上に向けた取り組み

（e）
利便性の高い良好な住宅環境の形成と
魅力向上につながる土地利用の推進

今 後 の 取 組 課 題 基 本 目 標

（a） 結婚・出産・子育てに関する切れ目のない支援

（b）
高齢者人口の増加に対応する健康寿命の延伸に

向けた取り組み、医療・介護体制の整備

（A）
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（２）総合戦略の構成と PDCA サイクル 

(ａ)総合戦略の体系 

 総合戦略の体系（基本目標－基本的方向－基本施策）は以下に示すとおりです。

基本施策については、計画期間の５年間で完結する施策のほか、中・長期的な視

点に立った施策も含まれています。 
 

図表：総合戦略の体系 

自然の保全と活用
　～市民の憩いの場を創ります～

公園・広場の整備促進
　～特色を活かした公園を創ります～

住環境の向上
　～安心と快適性の高いまちを創ります～

①

児童健全育成の推進
　～子どもの安全な居場所をつくります～

健康づくりの推進
　～みんなの歯っぴーライフを推進します～

子どもの生きる力を育む
　～知的好奇心を刺激する学びの場をつくります～

健康長寿の推進
　～住みなれた地域で自分らしい暮らしを確保します～

生きがいづくりの支援
　～生きいきと輝くくらしを提供します～

②

③

④

①

②

①

災害対策の推進
　～安全な生活を守ります～

良好な交通環境の創造
　～安全性の高い交通環境を推進します～

魅力を活かし、くらせるまち

情報発信の充実
　～知ってほしい富士見の魅力を発信します～

魅力ある観光資源を磨く
　～地域資源を活かした取り組みを推進します～

地域コミュニティの推進
　～地域が主役のまちづくりを推進します～

（A）

基 本 目 標

②

③

「暮らし」にやさしい富士見市 水と緑豊かな自然とともにくらせるまち

誰もが安心で安全にくらせるまち

「人」にあたたかい富士見市

健康長寿の希望をかなえるまち

（B） ①

②

基 本 施 策

①

②

①

②

結婚の支援
　～出会いの場を創出します～

出産の支援
　～産前産後のサポートを充実します～

子育て支援の充実
　～「子育てするなら富士見市で」を推進します～

③

①

基 本 的 方 向

結婚・出産の希望をかなえるまち

子育ての希望をかなえるまち

②

③

④

①

②

働く場を創出するまち 起業家の支援
　～商店街の活性化に努めます～

「仕事」をつくる富士見市（C） ① ①

魅力的な土地利用の推進
　～にぎわいと雇用を創出します～

①

働く場を創出するまち

魅力と活力ある農業を創出するまち

起業家の支援
　～商店街の活性化に努めます～

目的に応じた就労支援
　～就労意欲の向上を推進します～

資格取得の支援
　～仕事に活かせる資格取得を応援します～

農業者の支援
　～農業イノベーションを推進します～

地産地消の推進
　～食と農のビジネスを推進します～

②

新たな価値を創出するまち③

「仕事」をつくる富士見市（C） ①

②

①

②

③

①
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(ｂ)総合戦略の指標の位置づけ 

 総合戦略の指標の位置づけは以下図表に示すとおりです。 

 

図表：総合戦略の指標の位置づけ 

指 標 指標の位置づけ 

数 値 目 標 

 総合戦略の基本目標ごとに、５年後の実現すべき目標値を設定した

指標 

 数値目標に設定する目標値の進捗状況を検証し、取組施策等の見

直しを図るための評価指標 

 
重要業績評価指標 

（ＫＰＩ※） 
 
※Key Performance 
Indicator の略 

 総合戦略の基本施策ごとに、５年後の実現すべき目標値を設定した

指標 

 重要業績評価指標に設定する目標値の進捗状況を検証し、事業内

容や取組手法を見直すための評価指標 

 

 

(c)総合戦略における PDCA サイクル 

 本市の総合戦略は、数値目標や重要業績 

評価指標の動向を踏まえ、ＰＤＣＡ 

（Plan（計画）-Do（実施）-Check（評価） 

-Action（改善））サイクルを用いて運用し 

ていきます。 

 

 年度ごとの施策の進捗に応じて、数値目標 

や重要業績評価指標の進捗状況を検証し、 

施策・事業の量的・質的改善を継続的に図 

ります。 

 

 数値目標や重要業績評価指標を検証し、見 

直しを行うことで、本市の総合戦略におけ 

るＰＤＣＡサイクルが確立し、実効性の高 

い地方創生の取り組みが実現します。 

 

図表：ＰＤＣＡサイクル

Do

実施

Plan

計画

Check

評価

Act

改善

地方創生の

取組事業
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（３）総合戦略の取り組み 

 

基本目標（A） 「人」に あたたかい 富士見市 

 本市がこれまでも重点施策として取り組んできた子育て支援の充実や健康づく

りの推進は、人口減少を克服する観点からも重要な取り組みとして位置づけるこ

とができます。特に子育て支援の充実は、近年における本市の人口増加につなが

っているものと想定され、今後も継続的に実施することが必要と考えます。 

 

 定住化促進や少子化対策を推進するため、これまで取り組みのなかった結婚から

の支援を含め、妊娠・出産・育児の一環した「切れ目のない支援」が必要と考え

ます。 

 

 今後の超高齢社会の進展を考慮し、高齢者が生きがいを持っていつまでも健康に

暮らせるための支援をさらに推進していくことが必要と考えます。 

 

 あたたかい家庭を築き、人と人とのあたたかいつながりを持てるまちとして、

「人」にあたたかい富士見市を基本目標に掲げました。 

施策の基本的方向である「結婚・出産の希望をかなえるまち」、「子育ての希望を

かなえるまち」、「健康長寿の希望をかなえるまち」を重点的に取り組み、以下の

数値目標の達成を目指します。 

 

数値目標 基 準 値 
目 標 値 

（平成 31（2019）年度） 

合計特殊出生率 
1.35 
（平成 26（2014）年） 

1.40 

子育て支援環境に対する
満足度 

・小学校入学前の子持つ方の満足度 61.5％ 

・小・中学生の子を持つ方の満足度 56.9％ 

（平成 27（2015）年） 

65.0％ 

65 歳健康寿命 
（65 歳に達した後、健康で自立し

た生活を送る期間、「要介護２」以

上になるまでの期間） 

・男性 16.37 年 
・女性 18.87 年 
（平成 25（2013）年） 

・男性 16.85 年 
・女性 19.75 年 
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基本的方向① 結婚・出産の希望をかなえるまち 

 独身男女は高い結婚意思を持っているものの、未婚率は上昇傾向にあるため、結

婚の希望をかなえる男女の出会いの場の創出に取り組みます。 

 

 多くの若者が希望する子どもの数は平均２人以上ですが、晩婚化の進展などによ

り、希望がかなっていない現状にあります。このため、きめ細やかな産前産後の

支援に取り組むほか、支援の 1 つとして不妊治療に対する支援に取り組みます。 

 

基本施策① 
結婚の支援 
～出会いの場を創出します～ 

基本施策の概要 

独身男女の約９割は結婚意思を持っている一方、未婚率は上
昇し希望がかなっていない現状にあります。本市においても、
平成12年と平成22年を比較すると、男女ともに未婚率は上昇
し、晩婚化が進んでいます。 

市民アンケートの結果では、「結婚に関して行政支援の必要
性を感じている」との回答割合が 72.1％であったことから、イベ
ント開催などの結婚支援施策に取り組みます。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 
出会いの場の創出とし

て開催したイベント数 
― 10 回 

出会いの場を通じて交
際を開始した組数 

― 50 組 

主な取組事業 
結婚支援イベントの開催 
若者向け交流イベントの開催 
新婚時住宅貸付金利優遇制度の検討 

 

基本施策② 
出産の支援 
～産前産後のサポートを充実します～ 

基本施策の概要 

多くの若者が希望する子どもの数は、平均２人以上となって
いるものの、晩婚化の進展などにより希望がかなっていない
現状にあることから、夫婦が希望する子どもの人数をかなえ
るため、きめ細やかな産前産後における支援に取り組みま
す。 

周産期医療や小児医療の拠点となる病院との連携体制の
強化を図ります。 

KPI 

指 標 基準値 目標値 
（平成 31（2019）年度） 

不妊治療助成の新
規申請数 

― 700 件 

出生数 
953 人 

（平成 26（2014）年） 
1,000 人 

主な取組事業 

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝｱﾌﾟﾘを活用した妊娠・子育て応援情報の発信 
子育て支援ガイドブックの作成 
産前・産後における相談事業の充実 
不妊に悩む方への特定不妊治療費支援 
産前・産後のヘルパー派遣サービスの実施 
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基本的方向② 子育ての希望をかなえるまち 

 子どもを安心して生み育て、健やかに成長できる環境を整えるため、子育て相談

や交流事業に取り組むとともに、子育て世帯の経済的負担の軽減を図るなど、子

育て支援の充実に取り組みます。 

 

 保育所や放課後児童クラブなどの施設の充実に取り組むとともに、子育て世代包

括支援センターの設置に向けた検討を進めます。また、子どもの健康づくりに重

要となる食育や歯科健診等の取り組みを進めます。 

 

 学校・家庭・地域の連携による本市の教育力向上を図るため、多様な学習機会の

提供や新たな英語学習機会の創出、ICT(情報通信技術）を活用した教育に取り組

みます。 

 

基本施策① 
子育て支援の充実 
～「子育てするなら富士見市で」を推進します～ 

基本施策の概要 

市内で安心して子どもを産み育て、子育てに喜びを感じられる
よう切れ目のない支援を展開するため、多岐にわたる子育て
相談の体制整備や必要とされる情報提供の仕組みづくりを進
めます。 

保育所の計画的な整備による待機児童の早期解消など、家
庭への子育て支援と保育を必要とする世帯への支援に取り組
みます。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

保育所の待機児童数 
10 人 

（平成 27（2015）年） 
0 人 

保育サービスなどの充

実満足度 
27.3％ 30.0％ 

主な取組事業 

子育て家庭への経済的支援 
・中学生までのこども医療費の助成 
・幼稚園等就園奨励費の助成 
・第３子目以降の保育料の無料化 

ファミリーサポートセンター事業の充実 
保育所運営事業の充実 
・計画的な保育所施設等の整備 
・保育所施設等の環境改善 
・一時保育の実施 
・病児保育及び病後児保育の実施 

子育て相談及び交流事業等の実施 
・乳児相談 
・母乳相談 
・パパ講座 
・わくわく子育てトーキング 
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基本施策② 
児童健全育成の推進 
～子どもの安全な居場所をつくります～ 

基本施策の概要 

児童の健全育成を推進する放課後児童クラブについては、待
機児童が生じないよう今後の児童数を的確に捉え、整備を進
めるとともに、安心して預けられる環境の向上に取り組みます。 

地域との連携によるいじめの撲滅や「地域で子育て」の推進を
図るとともに、児童館の夜間開館による中高生の健全な居場
所づくりに取り組みます。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

放課後児童クラブの

待機児童数 

0 人 
（平成 27（2015）年） 

0 人 

児童館の利用者数 
人 

（平成 27（2015）年） 
人 

主な取組事業 

計画的な放課後児童クラブの整備 
放課後児童クラブの環境改善 

児童館事業の実施 

・児童館の環境改善 

・中高生を対象とした夜間開館の実施 

 

基本施策③ 
健康づくりの推進 
～みんなの歯っぴーライフを推進します～ 

基本施策の概要 

富士見市食育推進計画に基づき、「食育」を推進する拠点で
ある食育推進室において、離乳食教室や親子クッキングなど
の開催により、健康づくりやコミュニティづくりを推進します。 

子どもの３歳児健診時に、歯の質を硬く強くするなどの効果が
ある乳歯へのフッ化物の塗布を実施するほか、妊産婦の歯科
健診に対する助成などにより、歯科口腔の健康増進を促進し
ます。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

健康づくり料理講習
会の参加者数 

906 人 
（平成 26（2014）年度） 

1,000 人 

小学生の健康な歯を

持つ割合 

53.7％ 
（平成 26（2014）年度） 

57.0％ 

主な取組事業 
ピアザ☆ふじみ食育推進室等での健康づくり事業の実施 
妊産婦の歯科健診に対する助成 
３歳児健診時のフッ化物塗布の実施 
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基本施策④ 
子どもの生きる力を育む 
～知的好奇心を刺激する学びの場をつくります～ 

基本施策の概要 

学校・家庭・地域の連携により、社会全体で子どもたちの生き
る力を育む取り組みを進めます。市では「子ども大学☆ふじ
み」をはじめ、「子どもスポーツ大学☆ふじみ」、「子ども文化芸
術大学☆ふじみ」、「子ども農業大学☆ふじみ」を実施し、多様
な学習機会を提供していくとともに、地域コミュニティの醸成を
図ります。 

グローバル化の進展の中で、子どもたちが国際共通語である
英語力を身に付けることは必要不可欠になっていることから、
市内の子どもたちが楽しく英語に触れあえる機会の創出として
AET（ｱｼｽﾀﾝﾄｲﾝｸﾞﾘｯｼｭﾃｨｰﾁｬｰ）による特色ある英語教育に
取り組みます。 

ICT を活用した教育の取り組みを強化するほか、すべての教
育の出発点である家庭教育について、公民館をはじめとした
サロンの開催や教育講演会などによる事業の充実を図ります。 

KPI 

指 標 基準値 目標値（平成 31（2019）年度） 

各種子ども大学の参
加者数 

120 人 
（平成 27（2015）年度） 

150 人 

AET による小学校の
外国語活動及び中学

校の英語授業の年間
時間 

小学校 26.5 時間 
中学校 29.3 時間 
（平成 26（2014）年度 

35 時間 

AET による新たな取組
事業の参加者数 

― 30 人 

主な取組事業 

子ども文化芸術大学☆ふじみの開校 
子ども農業大学☆ふじみの開校 
子ども大学☆ふじみの開校 
子どもスポーツ大学☆ふじみの開校 
AET 参加授業の充実 
イングリッシュサマーキャンプの開校 
英語指導力向上のための研修の実施（小中学校教員） 
家庭教育講座の開催 
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基本的方向③ 健康長寿の希望をかなえるまち 

 高齢者や障がい者をはじめ、すべての方が生涯にわたって健康で生きいきとした

暮らしを続けていけるよう健康づくり施策を推進するとともに、地域包括ケアシ

ステムの構築などの取り組みを進めます。 

 

 さまざまな世代の方が地域社会とのつながりを育み、「生きがい」のある暮らし

を実感する取り組みを進めます。 

 

基本施策① 
健康長寿の推進 
～住みなれた地域で暮らし続けることのできる環境を整備します～ 

基本施策の概要 

健康づくりを推進するため、健康ライフ☆ふじみ（富士見市健
康増進計画）を策定し、がん検診や各種予防接種などの充実
に取り組みます。 

高齢者の方が住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らして
いける「地域包括ケアシステム」の構築を目指し、取り組みを進
めるほか、在宅における医療・介護の連携に取り組みます。 

KPI 

指 標 基準値 目標値 

（平成 31（2019）年度） 
健康づくり施策の満足

度 

67.2％ 
（平成 27（2015）年度） 

70.0％ 

60 歳以上の方の高齢

者相談体制の満足度 

33.0％ 
（平成 27（2015）年度） 

35.0％ 

主な取組事業 
各種がん検診等の集団健診及び個別健診の助成 
高齢者あんしん相談センターの充実 
健康ライフ☆ふじみ（富士見市健康増進計画）の推進 

 

基本施策② 
生きがいづくりの支援 
～生きいきと輝くくらしを提供します～ 

基本施策の概要 

超高齢社会の進展に伴い、高齢者向けのサロン等の開催に
よる生きがいづくりの各種事業の取り組みのほか、社会貢献
活動の場の提供に取り組みます。 

子どもから高齢者までを対象とした生涯にわたる多様な学習
ニーズに対応するため、図書館施設の改修や図書館サービ
スの充実等を図ります。 

市民総合体育館を復旧・改修し、健康スポーツの拠点として
位置付け、生涯スポーツ・レクリエーション活動を推進しま
す。 

KPI 

指 標 基準値 目標値 
（平成 31（2019）年度） 

生涯スポーツ・レクリエ

ーション活動の満足

度 

29.8％ 
（平成 27（2015）年度） 33.3％ 

中央図書館利用者数 
98,281 人 

（平成 26（2014）年度） 
100,000 人 

主な取組事業 

高齢者向けのサロン等の開催 
介護支援ボランティアポイント制度の導入 
図書館サービスの向上及び施設環境の改善 
（仮称）富士見市スポーツ推進計画に基づく取り組み 
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基本目標（B） 「暮らし」に やさしい 富士見市 
 

 安心で安全な「暮らし」を支える環境づくりの取り組みは、「選ばれるまち」と

して不可欠であり、人口減少を克服する観点からも重要な施策として位置づける

ことができます。特に、安心安全で快適な居住環境づくりとして、今後は空き家

対策などの取り組みが必要と考えます。 

 

 本市の貴重な自然環境は、心の安らぎや潤いを与えてくれる場として、今後も引

き続き維持していく必要があるため、斜面林や湧水などの憩いの場となる自然環

境の保全や特色ある公園・広場づくりが重要と考えます。 

 

 防犯灯の改修や自主防犯組織等による防犯対策の強化のほか、水害や地震などの

自然災害発生時の防災対策の取り組みが引き続き必要です。 

 

 歩行空間の確保や段差の解消など、安全性の高い交通環境の整備が必要です。 

 

 地域の特性に合った地域づくりを地域住民が協力して行うことができるよう体

制づくりを推進します。 

 

 心やすらぐやさしい暮らしを送れるまちとして、「暮らし」にやさしい富士見市

を基本目標に掲げました。 

施策の基本的方向である「水と緑豊かな自然とともにくらせるまち」、「誰もが安

心で安全にくらせるまち」、「魅力を活かし、くらせるまち」を重点的に取り組み、

以下の数値目標の達成を目指します。 

 

数値目標 基 準 値 
目 標 値 

（平成 31（2019）年度） 

定住に関する意識におい
て、「住みよい」と感じてい
る方の割合 

72.8％ 
（平成 27（2015）年度） 

75.0％ 

定住に関する意識におい
て、「住み続けたい」と感じ
ている方の割合 

76.3％ 
（平成 27（2015）年度） 

80.0％ 

誰もが住みやすいまちづく
りへの取り組みに対する満
足度 

51.7％ 
（平成 27（2015）年度） 

60.0％ 
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基本的方向① 水と緑豊かな自然とともにくらせるまち 

 本市の貴重な自然環境を次世代につなぐため、市内の水と緑の自然豊かな環境を

保全・活用し、憩いの場を形成することに取り組みます。 
 

 子育て世帯をはじめとした多くの人たちにとって、心のやすらぎとなる特色ある

公園を維持・発展させるため、公園・広場の整備に取り組みます。 
 

基本施策① 
自然の保全と活用 
～市民の憩いの場を創ります～ 

基本施策の概要 

市内には湧水が多く存在し、江川プロムナードなど水と親しめ
る親水公園は市民の憩いの場となっています。広さ約 57,000
㎡の「びん沼自然公園」は、隣接する河川敷地を活用した湿
地帯の自然環境を見晴らせるデッキや多目的に活用できる芝
生広場などがあり、野鳥や昆虫などの自然観察や野外レクリエ
ーションの場として市内外の多くの方に利用されています。今
後は自然を守りながら、さらに魅力を高めていく整備を進める
とともに、地域の活性化に取り組みます。 

斜面林などの限りある緑地は、緑地保全基金の活用などによ
り、計画的に取得し、保全していきます。併せて、みどりの創出
についても取り組みます。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

公園の整備・緑化の

推進に関する満足度 

60.8％ 
（平成 27（2015）年度） 

65％ 

保存樹林・市民緑地・

緑の散歩道の面積 
76,446.79 ㎡ 維持・発展 

主な取組事業 
保存樹木・樹林に対する助成 
旧青年の家跡地の利活用の検討 
びん沼自然公園のさらなる魅力向上への取り組み 

 

基本施策② 
公園・広場の整備促進 
～特色を活かした公園を創ります～ 

基本施策の概要 

市内の公園には、野球などの球技が行える運動公園や歴史文
化を学べる水子貝塚公園、難波田城公園をはじめ、菖蒲で有
名な山崎公園など、それぞれに特色ある公園が 50 か所存在し
ています。今後も引き続き人が集う魅力的な公園や広場となる
よう計画的に改修や整備を進めます。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

水子貝塚資料館
及び難波田城公
園の入館者数 

水子貝塚資料館 44,169 人 

難波田城公園 50,493 人 
（平成 26（2014）年度） 

水子貝塚資料館 46,000 人 

難波田城公園 52,000 人 

主な取組事業 

市民協働による公園の整備 
せせらぎ菖蒲園の再生 
 史跡と自然が一体となった野外博物館として、水子貝塚公園
及び難波田城公園の整備（復元住居茅葺屋根改修・展示等
のリニューアルなど） 
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基本的方向② 誰もが安心で安全にくらせるまち 

 誰もが安心で安全にくらせるまちをつくるため、防犯灯や防犯カメラの設置を推

進するとともに、地域住民との連携による防犯対策に取り組みます。 

また、市内に存在する空き家については、近隣の住環境に悪影響を及ぼす空き家

（特定空き家）対策に取り組むとともに、空き家バンクや空き家相談窓口を設置

し、空き家の利活用などを推進します。 

 

 災害に強いまちをつくるため、公共施設の防災機能向上に取り組むとともに、市

民と協働し、防災力の向上に取り組みます。 

 

 市内における道路等の交通環境をさらに改善していくため、歩行空間の確保やバ

リアフリー化、循環バス路線などの利便性向上に取り組むとともに、東武東上線

の駅ホーム改善や他機関との連続立体化に向けた取り組みを進めます。 

 

 誰もが安心してくらせるまちの取り組みをさらに充実させるため、市内の特色あ

るまちづくりを推進する「地域まちづくり協議会」の組織化や支援、「協働事業

提案制度」に取り組みます。 

 

基本施策① 
住環境の向上 
～安心と快適性の高いまちを創ります～ 

基本施策の概要 

防犯灯のＬＥＤ化や公共施設等の防犯カメラの設置等を推進
するとともに、地域住民との連携による防犯対策の取り組みな
どを進め、地域防犯力の向上を目指します。 

住宅リフォームや太陽光発電システムの設置への支援を継続
するほか、多世代の近居・同居により、安心して生活できる環
境づくりを促進するため、金融機関との連携により若者の転入
等を促す施策に取り組みます。 

空き家対策については、空き家の利活用を検討するとともに、
生活環境の保全や安全を確保するため、特定空き家等に必
要な対策について総合的な取り組みを進めます。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

犯罪率 
10.58 

（平成 25（2013）年末） 
10.00 

防犯灯の LED 化率 17.2％ 100.0％ 

主な取組事業 

防犯灯の LED 化推進 
空き家等対策の推進（空き家バンクや空き家相談窓口の設
置、空き家の利活用の検討） 

住宅改修費に対する助成 
太陽光発電システム設置に対する奨励金の支給 
多世代の近居・同居の促進（住宅取得時の住宅貸付金利優
遇制度の導入 
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基本施策② 
災害対策の推進 
～安全な生活を守ります～ 

基本施策の概要 

近い将来に発生が予想されている首都直下型地震や集中豪
雨などの水害に備えるため、消防組合等の関係機関と連携し
た総合防災対策の整備に取り組みます。 

災害時の避難所となる公共施設の防災機能の向上に取り組
みます。また、防災拠点の役割を果たす本庁舎の建設や防災
公園の整備に向けた検討をしていきます。 

防災訓練や地域防災組織への支援などを通じ、防災意識の
高揚と地域防災体制の充実を図ります。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

自主防災組織率 
69％ 

（平成 26（2014）年度） 
93％ 

地域防災力満足度 
39.9％ 

（平成 27（2015）年度） 
45.0％ 

主な取組事業 

公共施設等総合管理計画の策定・推進 
災害備蓄品の計画的な整備 
防災行政無線デジタル化の推進 
自主防災組織に対する補助金の拡充 
富士見市総合防災訓練の実施 

 

基本施策③ 
良好な交通環境の創造 
～安全性の高い交通環境を実現します～ 

基本施策の概要 

 自動車や自転車、歩行者等の多様な交通需要に対応するた
め、歩行空間の確保や段差の解消、自転車レーンの設置など
誰もが安心・安全に通行できる道路整備を計画的に進めるほ
か、都市計画道路の整備などに努めます。 

 市内循環バスや民間路線バスといった地域公共交通の利便
性の向上に努めます。 

東西交通の活性化を推進するため、踏切改善を計画的に進
めるほか、東武東上線の駅ホームの改善や他機関との連携に
より連続立体化に向けた取り組みを進めます。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

道路整備の満足度 
３７．５％ 

（平成 27（2015）年度） 
４０％ 

主な取組事業 

小学校通学路のグリーンベルト設置の推進 
幹線・生活・歩道等各種道路整備事業の推進 
駅ホームの改善及びエレベーター設置の推進 
鶴瀬駅北側踏切改善（拡幅）の推進 
市内循環バス路線の再構築 
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基本施策④ 
地域コミュニティの推進 
～地域が主役のまちづくりを推進します～ 

基本施策の概要 

地域の特性に合った地域づくりを地域住民が協力して行うこと
ができるよう「地域まちづくり協議会」の組織化を進めるとともに
支援の充実を図ります。 

市民と市が協働で地域課題の解決に取り組んでいけるよう協
働事業提案制度を実施し、地域コミュニティの醸成を図りま
す。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

地域まちづくり協議
会の組織割合 

2 か所 
（平成 26（2014）年度末） 

8 か所 

市民参加・協働の
満足度 

28.3％ 
（平成 27（2015）年度） 

30.0％ 

主な取組事業 

地域まちづくり協議会への支援 
地域団体による社会貢献活動等への傷害・賠償保険の加入 
市民が企画する提案型協働事業への支援 
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基本的方向③ 魅力を活かし、くらせるまち 

 市内の地域資源をさらに磨き、観光資源として活用するとともに、本市の認知度

を高め、より多くの方に市外から訪れてもらえる取り組みを進めます。 
 

 本市の認知度を高めるため、魅力的な情報をさまざまな手段により発信します。 
 

基本施策① 
魅力ある観光資源を磨く 
～地域資源を活かした取り組みを推進します～ 

基本施策の概要 

ミニ鉄道が走るむさし野緑地公園や、桜や菜の花、菖蒲、コス
モスといった花を観賞できる観光資源などの充実を図ります。 

サイクリング道路とのネットワークにより市内を回遊できる整備
を進めるほか、サイクルシェアリングの検討を進めます。 

市の魅力的なスポットとして、時計塔などのシンボルを検討しま
す。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

観光入込客数 
約 320,000 人 

（平成 26（2014）年度） 
約 336,000 人 

主な取組事業 

カワヅ桜の植樹 
地域活性化研究会（ふじみ☆ラボ）の取み組みへの支援 
観光資源の魅力向上への取り組み 
サイクリングコースの整備 

 

基本施策② 
情報発信の充実 
～知ってほしい富士見の魅力を発信します～ 

基本施策の概要 

本市の魅力をもっと知ってもらえるよう市マスコットキャラクター
「ふわっぴー」や「富士見市 PR 大使」による各種イベント等で
の PR 活動のほか、スマートフォン用アプリによるご当地情報の
発信、市のプロモーション DVD の作成などに取り組み、市の
魅力的な情報を発信し続けます。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

ふわっぴーの市民認
知度 

79.0％ 
（平成 27（2015）年度） 

90.0％ 

市ホームページの 
満足度 

37.1％ 
（平成 27（2015）年度） 

50.0％ 

主な取組事業 

市ホームページのリニューアル 
市マスコットキャラクターふわっぴーによる PR 活動の充実 
フィルム・コミッション富士見の推進 
富士見市 PR 大使による PR 活動の充実 
スマートフォン向けご当地アプリの導入補助 
市プロモーション DVD の作成 
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基本目標（C） 「仕事」を つくる 富士見市 
 

 

 本市はこれまで良好な住宅都市として発展を続けてきましたが、ららぽーと富士

見の開業等に伴い、商業機能が飛躍的に充実されました。この商業機能の充実に

伴う雇用の創出を契機として、さらなる仕事を創出することが重要な取り組みと

考えます。特に、シティゾーンや水谷柳瀬川地区の土地利用の推進は、本市の成

長戦略として取り組む必要があります。 

 

 農業は、生産地と消費地が近いという利点を活かし、首都近郊農業として幅広い

担い手支援を図るほか、地産地消の推進や６次産業化支援の検討等の取り組みが

必要と考えます。 

 

 市の中心に位置するシティゾーンや水谷柳瀬川地区については、新たな価値を創

造する産業系・教育機関等の立地の検討を行うとともに自然環境との調和を考慮

しながら立地可能な土地利用について検討を引き続き進めます。 

 

 起業家への支援やシティゾーンなどの土地利用の推進により、市内に新たな雇用

の機会を創り出していくまちとして、「仕事」をつくる富士見市を基本目標に掲

げました。 

施策の基本的方向である「働く場を創出するまち」、「魅力と活力ある農業を創出

するまち」、「新たな価値を創出するまち」を重点的に取り組み、以下の数値目標

の達成を目指します。 

 

数値目標 基 準 値 
目 標 値 

（平成 31（2019）年度） 

商業の振興の満足度 
25.3％ 
（平成 27（2015）年度） 

30.0％ 

農業の振興の満足度 
36.2％ 
（平成 27（2015）年度） 

40.0％ 

市内仕事従事者数 
21,409 人 
（平成 24（2012）年度） 

25,000 人 
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基本的方向① 働く場を創出するまち 

 商店街の活性化を担う起業家の支援に取り組みます。 
 

 就労意欲の向上への取り組みとして、目的・世代等に応じた就労支援に取り組み

ます。 
 

 福祉業等への担い手不足に対応した資格取得支援などに取り組みます。 
 

基本施策① 
起業家の支援 
～商店街の活性化を促進します～ 

基本施策の概要 

市民からの要望の高い商店街の空き店舗活用については、地
域の活性化に向け取り組む起業家に対して、出店に係る店舗
改装費や店舗賃借料の一部を補助し、商店街がにぎわう環境
を作り出します。 

新たに事業を始めた商業者やこれから創業を考えている商業
者を対象に、ふじみ創業者支援セミナーを開催するほか、チャ
レンジショップの開設など、次代を担う若者や女性が挑戦しや
すい商業環境の整備に取り組みます。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 
空き店舗活用によ
る新規出店者数 ― 15 件 

セミナー参加者数 ― 100 人 

主な取組事業 

商店街活性化推進事業補助の実施 
ふじみ創業支援セミナーの開催 
商店街空き店舗出店に対する支援 

 

基本施策② 
目的に応じた就労支援 
～就労意欲の向上を促進します～ 

基本施策の概要 

厳しい雇用情勢にある中、ハローワークとの連携を強化すると
ともに若者向けや中高年向けをはじめ、就労の目的や年齢層
に応じたさまざまな講習会を開催するほか、女性向けやスキル
アップを目的とする講習会などを開催し、受講者の就労意欲
の向上に取り組みます。 

保育士不足の解消に向けて、保育士資格を有しながら保育士
として勤務していない潜在保育士を掘り起こすための取り組み
を進めます。 

企業に対し新規市民雇用を促す施策の実施を検討します。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 
各種講習会受講者
のうち就職した割合 ― 50％ 

潜在保育士のうち、
保育士として就職し
た割合 

― 10 人 

主な取組事業 
就労支援講習会の開催 
市とハローワーク川越主催の保育士就職面接会の開催 
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基本施策③ 
資格取得の支援 
～仕事に活かせる資格取得を応援します～ 

基本施策の概要 

本市には特別養護老人ホームをはじめ、46 施設の介護関連
事業所があり、今後の高齢者数の増加に伴う介護職員の育成
及び確保が大きな課題となっています。そこで、介護職員初任
者研修を実施し、資格取得者を増やすとともに、市内介護関
連事業所への就労を促し、人材の確保を促進します。 

ひとり親家庭の親の学び直しの支援として、高等学校卒業程
度認定試験の合格を目指す場合に、民間事業者などが実施
する対策講座の受講費用の軽減を図ります。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

介護職員初任者研
修受講者のうち市内
事業所就職者数 

― 100 人 

受講費用軽減者の
うち高等学校卒業
程度認定試験の合
格者数 

― 5 人 

主な取組事業 

ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金の支給 
高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金の支給 
市内介護施設等への介護職員の人材確保に向けた取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



77 

基本的方向② 魅力と活力ある農業を創出するまち 

 本市の特徴である生産地と消費地が隣接する首都近郊農業を維持・発展させる

ため、認定農業者の増加を促すとともに農地の集約化を図り、生産地と消費地

が隣接しているという地の利を活かした取り組みを推進します。 
 

 「消費者」と「生産者」の良好な関係を構築するため、市の農産物を提供する

機会を創出するなど、地産地消を推進します。 
 

基本施策① 
農業者の支援 
～農業イノベーションを推進します～ 

基本施策の概要 

本市の立地条件を活かした農業が、魅力ある産業として確立
していけるよう地域農業者の支援や担い手の育成などの施策
に引き続き取り組むとともに、優良農地の確保や農地の有効
活用を促進します。 

地域や医福食農連携など、多様な事業者との連携による農業
生産の６次産業化への検討を進めます。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

認定農業者数 
36 人 

（平成 26（2014）年度） 
40 人 

遊休農地面積 
6.53ha 

（平成 26（2014）年度） 
6.0ha 

主な取組事業 

農作物の共同出荷や栽培技術の習得等を行う生産者・団体・
組合への補助等 

農業近代化資金の利子補給 
認定農業者への支援、人・農地プランの推進 
市民農園の実施 
親子ふれあい農業体験の実施 
体験農園の推進 

 

基本施策② 
地産地消の推進 
～食と農のビジネスを推進します～ 

基本施策の概要 

「食」と「農」の認識を深めるとともに「消費者」と「生産者」の良
好な関係を構築するため、市の農産物を提供する機会を創出
するなど、地産地消をさらに推進します。 

市民意識調査において、市の魅力ある資源として「ご当地グル
メや昔から伝わる食」であると回答した市民の割合は、選択肢
中最低の 0.7％であったことから、「食」によるオリジナルのふる
さと名物・富士見ブランドを創出するほか、その発信地となる道
の駅などの整備を検討します。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 
農家 1 戸当たりの
生産農業所得 

円 
（平成 （201X）年度） 

円 

富士見ブランド商品
の開発数 ― 10 品 

主な取組事業 

市内産の農産物を取り入れた給食づくりの推進 
市内産農産物の直売・普及の促進 
地元産食材を利用した新商品・新メニューの開発 
ふじみ産業元気づくり事業の推進 
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基本的方向③ 新たな価値を創出するまち 

 本市はこれまで良好な住宅都市として発展を続けてきましたが、ららぽーと富士

見の開業等に伴い、商業機能の飛躍的充実が図られました。 

市役所やららぽーと富士見が立地するシティゾーンの価値をさらに向上させる

ため、新たな価値を創出する産業系や教育機関等の立地の検討を進めます。 

 交通の利便性が高い水谷柳瀬川地区についても、価値向上を図るため、産業系及

び立地可能な土地利用の検討を推進します。 

 

基本施策① 
魅力的な土地利用の推進 
～にぎわいと雇用を創出します～ 

基本施策の概要 

本市のほぼ中央に位置するシティゾーンは、市のシンボルとな
りうる場として、人や企業を集積させることができる魅力あるま
ちを目指し、商業施設の誘致などの取り組みにより雇用の創
出を実現してきました。今後は、鶴瀬駅からシティゾーンまでの
アクセス道路である鶴瀬駅東通線の魅力向上に取り組むととも
に、産業系や教育機関などの土地利用を推進し、さらなる賑
わいと雇用の創出を図ります。 

東武東上線や国道254号線、所沢インターチェンジ等に近く、
交通の利便性が高い「水谷柳瀬川地区」については、特性を
活かした産業系及び立地可能な土地利用について引き続き
検討を進めます。 

KPI 

指 標 基準値 
目標値 

（平成 31（2019）年度） 

企業や教育機関等
の誘致件数 ― ― 

市内雇用者数 人 人 

主な取組事業 

産業誘致の推進 
シティゾーンにおける土地利用の推進 
水谷柳瀬川地区における土地利用の推進 

 

 


